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短期給付事務の概要 

東京都教育庁福利厚生部給付貸付課短期給付担当 

 

１  短期給付事務の概要 

 

 １ 短期給付の種類 

 「法定給付」地方公務員等共済組合法で定められている短期給付 

「附加給付」公立学校共済組合独自（定款）で定めている給付 

 

 【表１】短期給付の種類と、組合員からの請求を要するものの関係 

支給される要件 法定給付 附加給付 

病気やケガで病院

等にかかったとき、 

又は入院したとき 

組 合 員 

療養の給付 ― 一部負担金払戻金 

― 

療養費 要請求 ― 

保険外併用療養費 ― 

高額療養費 ― 

高額介護合算療養費 要請求 

入院時食事療養費 ― 

被扶養者 

家族療養費 要請求 家族療養費附加金 

保険外併用療養費 ― 
― 

高額療養費 ― 

訪問看護を受けた

とき 

組 合 員 
訪問看護療養費 ― 一部負担金払戻金 

高額療養費 ― ― 

被扶養者 
家族訪問看護療養費 ― 家族訪問看護療養費付加金 

高額療養費 ― ― 

緊急に移送された

とき 

組 合 員 移送費 

要請求 

― ― 
被扶養者 家族移送費 

出産したとき 
組 合 員 出産費 出産費附加金 

要請求 
被扶養者 家族出産費 家族出産費附加金 

死亡したとき 
組 合 員 埋葬料 埋葬料附加金 

被扶養者 家族埋葬料 家族埋葬料附加金 

休業したとき 組 合 員 

傷病手当金 傷病手当金附加金 要請求 

育児休業手当金 ― 

― 
介護休業手当金 

出産手当金 

休業手当金 

災害に遭ったとき 

組 合 員 弔慰金 

― ― 被扶養者 家族弔慰金 

組 合 員 災害見舞金 

家族療養費には「療養の給付」の

他に「療養費」が含まれる。 

請求が必要なのは「療養費（自費

負担、治療用装具、鍼灸）」。 

（注）法定給付である「傷病手当

金」に上乗せして請求・給付する

ものではない。法定の支給期間に

続けて６カ月間給付期間を延長

するもの。 

資料１ 
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２ 現物給付と現金給付 

 .組合員及び被扶養者が医療機関で診療を受けた場合、総医療費の３割（就学前は 2割、70歳

以上の場合は 2 割（1 割）又は３割）を窓口負担します。その際、残りの７割（就学前は８割、

70 歳以上の場合は８割（９割）又は７割）については医療機関からの請求によって、共済組合

が直接医療機関にに支払う現物給付と、組合員が医療機関等に医療費用を支払った場合に給付す

る現金給付がある。 

 

 

３ 自動払いと請求払い 

 .給付には、医療費のように請求行為がなくても医療機関などで窓口負担を行った場合、その窓

口負担に伴って自動的に給付されるものと、出産費や育児休業手当金など組合員の請求行為によ

って給付されるものがある。 

 

 

４ 所属所 

 .公立学校共済組合定款で、「組合は、本部及び支部の所轄機関として所属所を置く」と規定し

ている。公立学校共済組合東京支部の所属所は、東京都又はこれに包括される市区町村が設置す

る公立学校、東京都教育委員会事務局の部課、出張所等の教育機関（公立学校を除く）、直営病院

である。 

 所属所長は、公立学校にあっては「校長」が充てられ、東京支部長（東京都教育長）が定める

事項を処理する。（公立学校共済組合運営規則） 

 

 

 ５ 時効 

 短期給付を受ける権利は、給付事由が発生して２年間行わないときは、時効によって消滅する。 

  ※消滅時効の起算日…給付事由の翌日 

  例）医療機関等に療養の費用や移送に要した費用を支払った日の翌日 

    傷病手当金等休業給付は、勤務に服することができない日（土日除く）ごとにその翌日 

 

 

 ６ 給付の時期 

 短期給付の各種給付金の請求書は、毎月１０日に締切り（※）、原則として当該月の２４日に支

払う。１０日が土日祝日にあたるときは、直前の開庁日が締切りとなる。 

  ※１０日までに共済組合に到着し、請求書類としての要件を満たしているもの 

 

 高額療養費や附加給付は、医療機関等から共済組合に診療報酬の請求があってから、審査し給

付処理を行うため、通常、診療月の３カ月後が支払い月となる。 
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 ７ 給付決定通知書 

給付該当月の２４日前後に当該対象者が在籍する学校へ送付する。 

 小学校、中学校は、区市町村教育委員会にまとめて送付している。なお、給付日現在退職して

いる者で、退職から引続き任意継続組合員となった者への通知は、学校を通さず、共済組合から

直接該当者へ送付している。 

   

【表２】給付決定通知書の送付先              ※給付決定通知書について 

通知の対象者 送付先 

学校に在職している

組合員（現職） 

組合員 区市町村教委経由で所属所

（学校） 被扶養者 

退職した組合員（任

継以外） 

組合員 区市町村教委経由で退職時

の所属所（学校） 被扶養者 

任意継続組合員 
組合員 共済組合に届出している該

当者の自宅住所 被扶養者 

 

 

 ８ 医療費のお知らせ 

 医療費の適正化を図るとともに、所得税の医療費控除申告を行う際の参考として、毎年２月下

旬頃に発送している。発送時期に、共済組合の広報誌「かがやき」で特集記事を掲載し、全組合

員に周知を図っている。 

 

 ■対象となる診療月 

前々年の１２月～前年１１月に医療機関（調剤薬局含む）にかかった分 

 

 

 

 

 

 

 

２  制度改正等 

 

 １ 介護休業手当金に係る改正（平成２９年１月１日） 

（１） 支給期間の変更 

支給期間が「介護休暇開始の日から起算して３月」から「介護休暇の日数を通算して 

６６日」に変更となった。（経過措置あり） 

（２） 支給要件の変更 

① 初めて請求する介護休暇の期間に係る規程の削除 

介護を必要とする一の継続する状態について、初めて介護休暇の承認を受けるときに、 

 

 

医療費のお知らせ 

11 月 12 月 

①規 格：郵便はがき（圧着） 

②宛 名：組合員、被扶養者別に作成 

③注意点：所属所から組合員等の自宅に

給付決定通知書を単独で発送

する際は、52 円切手を貼付

するようお願いします。 

2 月下旬 １１月 12 月 

当年 前年（発送日基準） 
前々年 

（発送日基準） 

「医療費のお知らせ」の対象となる診療の期間 

 

１月 ～ 
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2週間以上の期間について一括で請求した組合員に対して支給するものという要件が

撤廃された。（経過措置あり） 

② 支給対象となる要介護家族の要件の変更 

支給対象となる要介護家族のうち、祖父母、孫、兄弟姉妹について同居要件が撤廃さ

れた。 

（３） 給付上限日額の変更 

平成２８年８月１日遡及して介護休業手当金の給付上限日額が 12,927円から

14,207 円に変更となった。 

 

  平成２９年１月 1日施行。 

  所属所への通知 平成 2９年１月２０日付 28 公立東京給第 1807号で通知済 

 

 

 ２ 育児休業手当金に係る改正（平成２９年７月１日） 

 これまでパパ・ママ育休プラスの該当であっても延長給付を請求する場合は、当該子が１歳と

なる誕生日前に保育所等への入所手続を行い、保育の実施が行われていないことが要件でしたが、

平成 29年 7月 1日よりパパ・ママ育休プラスに該当する組合員の場合には、育児休業手当金が

延長されている月の末日において総務省令で定める要件に該当するかを判断することになった。 

 

平成２９年７月 1日施行。 

  所属所への通知 平成 2９年７月１０日付 2９公立東京給第 645号で通知済 

 

 

 ■よくある質問 

  Ｑ：医療費控除の申告に使いたいので、もっと早く通知してほしい 

  Ａ：所得税申告の参考に活用してもらうため、前年に診療した内容を可能な範囲で抽出して

いる。機械処理や通知書作成等の関係で、2月下旬になってしまう。今後も可能な限り早

く発送するよう取り組んでいく。 

 

  Ｑ：医療費控除の対象となる前年 12月分の医療費が記載されていない 

  Ａ：12月診療分は、医療機関から提出されるレセプトの確認を行えるのが最短で 2月中旬

となるため、「医療費のお知らせ」の作成に間に合わせることができない。手元にある領収

証等で確認していただきたい。 

 

  Ｑ：「医療費のお知らせ」を紛失したので再発行してほしい 

  Ａ：再発行は原則として対応できない。「医療費のお知らせ」は、年に一度、外部業者に委託

して印刷・封入封緘している。その作業用に、電算処理にて共済で保有する医療費関係の

データを抽出・集計・加工している。特定の組合員に係る「医療費のお知らせ」用のデー

タを集計することは、電算への負荷やデータ管理上の点で対応が困難であることや、電算

以外での作成には相当の時間を要することから、再交付の申し出は断っている。 
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  Ｑ：受診した覚えのない病院が記載されている 

  Ａ：短期給付担当へ連絡をお願いしたい。医療機関へ受診の有無を確認するなどの対応を講

じる（医療機関への照会を行うにあたって、該当組合員の氏名等の情報や、該当組合員の

申し出の内容等を医療機関に伝えることについての同意が必要）。 

    なお、医療機関への照会の結果、受診内容に変更が生じた場合でも、「医療費のお知らせ」

は再発行しない。 

 

・ 

３  その他 

 

 短期給付担当に問合せする際のお願い事項 

 短期給付事務は、様々な給付金を扱っているため、「担当制」をとっています。 

 お問合せの際は、①問合せの内容（給付金の名称。出産費、育児休業手当金等）、②所属所の名

称を教えてください。各担当に引き継ぎます。御協力をお願いします。 

 

短期給付事務の概要についての説明は以上です。 

 

短期給付は範囲が広く分かりにくい部分が少々ありますが、円滑な事務処理について御協力をお

願いします。 
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１ 傷病手当金とは？ 

 組合員が公務によらない病気やケガの療養のため、勤務に服することができなくなったときに

支給される手当金のこと。 

 傷病手当金は、病気やケガの療養のため、引き続き 4 日以上勤務に服することができなくな

ったときに 4 日目から支給対象となります。ただし、実際に支給が始まるのは、傷病手当金の

日額が、療養中に支給された給与の日額を上回ったときです。東京都の場合、病気休暇（90 日

間）は給与の 10 割、その後の病気休職（1 年間）は給与の 8 割が支給されるため、ほとんど

の場合、傷病手当金の支給は、無給の病気休職に入ってからとなります。 

ただし、標準報酬月額が高く、管理職手当等が支給されていた場合には、8 割の給与が支給さ

れている病気休職中でも、傷病手当金の支給が開始されることがあります。 

 

２ 支給対象者 

 ① 現職の組合員 

 ② 条件付き採用期間中の組合員 

   → 無給の病気休暇を取得する際に傷病手当金の支給対象者となる場合があります。 

 ③ 臨時的任用職員（産休・育休代替）で 13 月以上勤務し、公立学校共済組合の組合員 

資格を有している場合 

 ④ 組合員期間 1 年以上で退職した組合員 

   → ・退職時に傷病手当金を受給していた場合 

     ・退職までに療養のため引き続き 3 日以上勤務することができず、退職後、任 

意継続組合員か国民健康保険に加入し、退職後も引き続き労務に服すること 

ができないとき 

 

３ 傷病手当金支給までの流れ（原則的なパターン） 

 ① 組合員が病気（ケガ）により勤務不能となる 

            

② 病気休暇を取得   

→ 給与の 10 割支給（最大で 90 日の範囲内） 

※ 週休日や祝日も病気休暇日としてカウントされる 

            

③ 病気休暇期間 90 日間が経過し、以後も勤務不能の場合  

→ 病気休職を取得 給与の 8 割支給（最大で 1 年間の範囲内） 

            

 ④ 有給期間 1 年間を経過し、以後も勤務不能の場合 

    → 病気休職を継続 無給休職となる。 共済組合が傷病手当金を支給 

 

資料２ 
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【病気休暇及び病気休職と傷病手当金支給関連表】 

病気休暇（90 日間） 病気休職（1 年間） 病気休職（2 年目以降） 

給与 10 割支給 給与 8 割支給 ※1 無給 

傷病手当金支給無し 
傷病手当金支給無し 

支給の場合もあり ※2 

傷病手当金の支給開始 

「法定給付」 1 年 6 か月 

「附加給付」（現職者のみ）6 か月 

※1  条件付き採用及び臨時的任用職員は、無給の病気休暇 

   ※2 管理職手当等が支給されている組合員は傷病手当金支給の場合もあり 

 

４ 傷病手当金が支給される期間 

・「法定給付」 1 年６カ月間の範囲内（結核性の病気の場合は３年間の範囲内） 

・「附加給付」 ６カ月間の範囲内（結核性の病気の場合も同様。ただし、現職の組合員のみ） 

  → 最大で２年間の範囲内（法定給付支給中に退職をした場合は、法定給付期間のみ） 

 

※ 病気休職後、復職をした組合員が１年以内に再度病気休職を取得した場合 

同一の傷病により傷病手当金が支給されていた場合には、以前の支給期間が通算されま

す。（「同一の傷病」とは、相互に因果関係のある傷病を含み、治癒せずに治療を継続し

ている傷病のことです。） 

※ 相互に因果関係のある傷病の例 

「抑うつ状態」で病気休暇及び病気休職を取得し、１年６か月の範囲内で傷病手当金が 

支給されていた組合員が復職後も治療を継続していたが、１年以内に症状が悪化した結 

果、医師から「うつ病」と診断され、再度病気休職を取得した場合 

※ 復職から１年以上が経過し、新たに病気休暇が発令された場合には、以前の病気休暇取

得時と傷病名が同じであっても、同一傷病とはみなさず、別傷病として扱うため、傷病

手当金支給期間の通算は行いません。 

 

５ 傷病手当金が支給されない場合 

 ① 病状が改善し、勤務に服することが可能となった場合 

 ② 公務災害に認定された場合 

 ③ 出産手当金を受給し、その日額が傷病手当金の日額を上回る場合 

 ④ 傷病手当金の受給が可能になった月から２年経過後に傷病手当金を請求した場合 

 ⑤ 退職後に就職をした場合、又は家族の被扶養者となった場合 

 ⑥ 障害（老齢）厚生年金及び障害（老齢）基礎年金を受給し、その日額（年金総額÷264）

が傷病手当金の支給日額を上回る場合。 

 ⑦ 退職前に療養のため勤務に服することができなかった期間が３日以上なかった場合 

⑧ 既に同一の傷病によって傷病手当金の支給期間が終了している場合 
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 ６ 傷病手当金の支給額 

  ＜支給額の算出式＞ 

「平均標準報酬日額」×「３分の２（１円未満四捨五入）」×「支給日数」 

  

・平均標準報酬日額＝平均標準報酬月額（※）÷ ２２（１０円未満四捨五入） 

・２２…地方公務員等共済組合法第 68 条第 2 項において、 

『傷病手当金の額は、1 日につき（中略）標準報酬の月額の平均額の 22 分の 1 に

相当する金額の 3 分の 2 に相当する金額（中略）とする。』 

と定められているため、平均標準報酬日額を算出する際には『平均標準報酬月額 ÷ 

22』という算出式を用いて計算します。 

・支給日数…支給日数は月の日数から土日だけを除いた日数です。 

       （土日と重ならない祝日は、支給日数としてカウントします。） 

 

※ 平均標準報酬月額とは・・・ 

   支給開始月を含めた過去 12 か月間の標準報酬月額の平均額のこと。 

 

＜平均標準報酬月額の算定＞ 

【原則的なパターン・組合員期間が 1 年以上の組合員の場合】 

例１）傷病手当金を平成２９年７月２１日から受給予定 標準報酬月額改定なし 

平成２８年８月から平成２９年７月までの標準報酬月額 340,000 円（20 等級） 

    

【平均標準報酬月額算出方法】  

   340,000 円 × 12 か月 ÷ 12 か月 ＝ 340,000 円 

 標準報酬月額の改定がない場合には、現在の標準報酬月額のままです。 

 

※ 傷病手当金受給者が教員の場合には、超過勤務手当等がないため、標準報酬月額に大き

な変更が発生せず、このパターンとなる可能性が高いです。 

 

例２）傷病手当金を平成２９年７月２１日から支給予定で、傷病手当金支給までの間に標

準報酬月額の改定があった場合 

 

①平成２８年８月から平成２８年１２月までの標準報酬月額 340,000 円 

②平成２９年１月から平成２９年７月までの標準報酬月額 300,000 円 

 

【平均標準報酬月額算出方法】 

① 平成２８年８月から平成２８年１２月まで（５か月） 

340,000 円 × 5 か月 ＝ 1,700,000 円  

② 平成２９年１月から平成２９年７月まで（７か月） 
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  300,000 円 × 7 か月 ＝ 2,100,000 円 

①及び②の標準報酬月額に、それぞれ適用された月数を乗ずる。 

③ 平均標準報酬月額算出 

  （1,700,000 + 2,100,000 ）÷ 12 か月 ≒ 316,666 円 

  ①・②それぞれの標準報酬月額を合算し、合計月数（12 か月）で除して平均標準

報酬月額を算出する。 

※ 標準報酬月額の改定があった教員や超過勤務手当の発生する事務職員等は、こちらのパ

ターンとなる可能性が高い。 

 

【組合員期間が１年未満の組合員の場合】 

 例）平成２９年４月に採用された教員が病気休暇に入り、平成２９年１０月から受給予定で、 

   標準報酬月額の改定がなかった場合 

  

【平均標準報酬月額算出方法】 

   260,000 円 × ６か月 ÷ ６か月 ＝ 260,000 円 

   組合員になった月から支給開始月までの標準報酬月額の平均額を求めます。 

その後、以下のような比較を行い、いずれか少ない金額を算定の基礎とします。 

 

  ・組合平均標準報酬月額（※2）÷22 との比較 

   260,000 ÷ 22 ＝ 11,820 円（10 円未満四捨五入） 

   410,000 ÷ 22 ＝ 18,640 円（10 円未満四捨五入） 

→18,640 円＞11,820 円 

※1 条件付き採用職員や臨時的任用職員の場合はこのパターンになります。 

※2 支給開始月が属する年度の前年度 9 月 30 日時点における、公立学校共済組合全組合

員の標準報酬月額の平均額。（例の 410,000 円は平成 28 年 9 月 30 日の金額） 

 

７ 傷病手当金支給手続きについて 【事前審査編】 

  組合員に傷病手当金を支給するためには、事前に審査を行う必要があります。 

  事前審査は、傷病手当金支給のおよそ１か月前を目安に審査書類を短期給付担当へ提出して 

ください。なお、提出する書類には必ず原本証明を行ってください。 

   

  【現職組合員の事前審査時に必要となる書類】（原則的なパターン） 

  ① 出勤簿（写し）  

「現年度のもの」と「 過去 3 年度分のもの」 

  ② 医療機関の診断書（写し）－「１」 

    傷病手当金が支給されることになった、一連の休暇及び休職において、最初（傷病発生

時）に病気休暇を取得した際に提出した診断書 

  ③ 医療機関の診断書（写し）－「２」 
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    無給休職に至る病気休職の更新をした際（直近）に提出した診断書 

    提出書類②、③の診断書様式は任意のため、特定の様式はありません。 

  ④ 履歴カード（写し） 

    有給（8 割支給）の病気休職発令や無給休職といった、承認されている病気休職期間が

記載されているものが最も望ましいです。 

    承認されている病気休職期間が記載されていない場合には、履歴カードに加えて、発令

通知書を添付してください。 

    また、事務系の職員の場合には、無給休職が発令されないため、履歴カードに加えて、

無給休職期間の登録を行ったマスターカードの写しを添付してください。 

  ⑤ 年金証書、年金額決定通知書又は年金額改定通知書（写し・該当者のみ） 

    平成２７年１０月の年金一元化により、在職中でも障害年金を受給できるようになりま

した。傷病手当金と同一の傷病で障害厚生年金等を受ける場合、傷病手当金の支給額を

調整する必要があるため、上記の書類を添付してください。 

  ⑥ 試算シート 

    8 割の病気休職中から傷病手当金が支給開始になるかを判断するためのシートです。病

気休職に入った月の翌月の給与明細と、無給の病気休職に入った月の前月の給与明細を

入力した２枚をご用意ください。 

なお、試算シートについては平成 27 年 12 月 3 日付事務連絡をご参照いただくか、

公立学校共済組合東京支部のホームページからダウンロードして下さい。 

 

  【条件付採用期間中の組合員の場合】 

  上記 ①～⑥の書類に加えて、「給与減額整理簿の写し」 

※ 条件付採用期間中の組合員は、無給の病気休暇となっても教職調整額等が支給され、給

与減額整理簿を基に傷病手当金支給額の調整を行う必要があるため、この書類が必要と

なります。 

 

  【臨時的任用職員（産休・育休代替）で組合員の場合】 

  上記 ①～②及び⑤の書類に加えて、「臨時的任用の発令通知書の写し」及び「給与減額整

理簿の写し」 

※ 臨時的任用職員が発令から 13 月以上勤務し、公立学校共済組合の組合員となっている

かを確認し、上記の条件付き採用期間中の組合員と同様に給与減額整理簿で傷病手当金

受給額の調整を行うために必要となります。 

  

  【退職後受給について】（2 パターン） 

  （ア）退職後、初めて傷病手当金の支給手続きをする場合 

上記 ①～⑤の書類に加えて、「退職辞令の写し」、「任意継続組合員証」又は「国民健康

保険証」の写し。また、障害厚生年金等ではなく、老齢厚生年金等の受給が決定してい

る場合も上記⑤の書類を提出してください。 
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（イ）現職中に傷病手当金を受給しており、退職後も受給する場合 

在職中に事前審査を行い、傷病手当金が支給されていますが、退職後支給のため、改めて

事前審査を行う必要があります。 

上記③「医療機関の診断書の写し」に加えて、「退職辞令の写し」、「任意継続組合員証」

又は「国民健康保険証」の写しが必要になります。 

また、障害厚生年金等ではなく、老齢厚生年金等の受給が決定している場合も上記⑤の

書類を提出してください。 

 

注意！ 退職後受給の場合の③「医療機関の診断書の写し」－「２」には、 

    「退職後も引き続き労務に服することができない」旨の記載が必要となります。 

 

８ 傷病手当金支給手続きについて 【事前審査終了後編】 

  事前審査終了後、組合員へ傷病手当金を支給するための通知文等を所属所へ送付します。 

 送付されるのは、下記の書類です。 

  ① 本人用通知文 → 組合員本人へ送付 

  ② 所属所用通知文 → 所属所で保管 

  ③ 傷病手当金請求の手引き → コピー後 1 部を組合員本人へ送付、1 部を所属所で保管 

  ④ 障害厚生年金について → 組合員本人へ送付 

  ⑥ 年金等調整方法申請書 → 組合員本人へ送付後、必要事項を記入して共済組合へ提出 

  ⑦ 傷病手当金請求書 → 必要部数をコピーして本人へ送付 

  ⑧ 傷病手当金請求書記入例 → 組合員本人へ送付 

  ⑨ 傷病手当金・同附加金請求書チェックシート → 所属所で保管 

 

  傷病手当金請求の流れ（原則的なパターン） 

① 事前審査終了後、上記の書類が所属所へ送付される。 

② 上記書類のうち、組合員に渡す書類（①及び③～⑧）を送付する。 

③ 組合員が医療機関において、請求期間における勤務不能状態を証明してもらう。 

④ 医療機関での勤務不能証明後、組合員が傷病手当金の請求を行う。 

⑤ 所属所にて組合員から送付された傷病手当金請求書に所属所長の公印を押印する。※1 

⑥ 所属所より、公立学校共済組合へ傷病手当金請求書を送付する。※2 ※3 

  

※1 組合員の請求日は、医療機関の勤務不能証明日と同日かそれ以降の日付となる。 

※2 所属所長の公印及び証明日は、組合員の請求日と同日かそれ以降の日付となる。 

＜正しい日付の順番の例＞ 

請求期間 平成 29 年 4 月 1 日～平成 29 年 4 月 30 日 

医師の証明の日付 平成 29 年 5 月 2 日 

組合員の請求の日付 平成 29 年 5 月 4 日 

所属所長の証明の日付 平成 29 年 5 月 4 日 
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※3  傷病手当金及びその他の給付金請求書は毎月 10 日（土日及び休日の場合は直近の平

日）で受付終了となります。 

その日までに受付が出来た請求書は原則、その月の 24 日に給付金が支給されます。 

10 日を過ぎて提出された給付金請求書は翌月処理となり、給付金の支給は翌月の 24

日となりますのでご注意ください。 

 

傷病手当金請求後の流れ（原則的なパターン） 

① 毎月 10 日までに到着した給付金請求書の内容を審査します。 

② 不備がある場合には、所属所へ修正を依頼します。 

③ 不備がない場合、請求内容及び給付金額を給付金支給のシステムへ登録します。 

  ※不備がある場合でも、請求書のコピーでシステム登録をする場合もあります。 

④ 毎月 10 日までに登録された給付金は、24 日（土日及び休日の場合は翌営業日） 

に組合員の給与口座へ振り込まれます。 

⑤ 給付金支給時には「給付金決定通知書」が毎月 24 日以降に所属所へ送付されます。 

⑥ 所属所へ給付金決定通知書が届きましたら、組合員へ送付をお願いします。 

 

９ 傷病手当金の事務処理上でよくある質問 

  傷病手当金支給の事務処理上で質問の多い項目をまとめました。 

 

Ｑ 病気休職中で８割の給料が支給されている組合員に傷病手当金が支給されるのはどのよう 

な場合か？ 

Ａ 標準報酬制の導入後、傷病手当金の給付日額と報酬日額を比較して、傷病手当金の給付 

日額が報酬日額を上回った場合にその差額を傷病手当金として支給することになります。 

  対象となる可能性があるのは、標準報酬月額が高額で病気休職となる前に「管理職手当」「へ 

き（特）地手当」「超過勤務手当」が支給されていた組合員です。 

 

Ｑ 病気休職中から傷病手当金が支給される場合、支給期間はどのようになるのか？ 

Ａ 給料の８割が支給されている病気休職中から傷病手当金の支給が開始された場合、病気休職

中を傷病手当金の始期日として、その日から「法定給付」が１年６か月の範囲内、法定給付 

終了後の「附加給付」が６か月の範囲内で支給されることとなります。 

 

Ｑ 病気休職中で傷病手当金の支給が開始された場合、毎月傷病手当金が支給されるのか？ 

  また、支給額はどの程度なのか？ 

Ａ 病気休職で給料の８割が支給されている場合、傷病手当金の給付日額が報酬日額を上回らな 

ければ、傷病手当金は支給されません。 

傷病手当金の支給額は、８割支給の報酬日額を上回った差額分となります。 

【注意！！】 

傷病手当金の支給が開始された場合、傷病手当金支給の有無にかかわらず、傷病手当金の支 
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給期間は、経過していきます。 

例えば、病気休職中の組合員が７月に傷病手当金の支給を開始したが、８月、９月について 

は、傷病手当金の支給がなかったとしても、傷病手当金の支給期間は３か月経過したという 

ことになります。 

 

Ｑ それでは、病気休職中に傷病手当金の支給が開始される組合員が存在する場合、無給休職に 

なってから傷病手当金の請求を行えば、傷病手当金が支給されない月の支給期間はカウント 

されないのか？ 

Ａ 無給休職になってから傷病手当金支給の事前審査書類が送付された場合でも、事前審査の中 

で病気休職中から傷病手当金の支給が可能であると判明した場合、傷病手当金が支給される 

月まで遡って傷病手当金の開始日を設定しますので、傷病手当金の始期日及び終期日につい 

ては、病気休職中でも無給休職になってからの審査であっても同じ日付となり、傷病手当金 

が支給されない月も経過期間としてカウントされてしまいます。 

  ですので、有給（8 割）の病気休職中でも傷病手当金の支給が可能な場合には、なるべく早

く事前審査を行うことをお勧めいたします。 

 

Ｑ 傷病手当金請求書にある「請求期間」に３か月間の期間を記入し、1 枚の請求書で３か月分 

の傷病手当金を請求しても良いか？ 

Ａ 傷病手当金は、１月毎に請求を行う給付金で、勤務に服することができなかったという証明 

  を毎月、医師に証明してもらう必要があります。 

  ですので、請求書の「請求期間」は１月の期間を記載することになり、医師の証明欄につい 

ても、１月毎の期間を記載してもらう必要があります。 

 

Ｑ 月の途中から無給休職になった組合員の傷病手当金請求書を作成している。 

  月の途中まで、病気休職による８割の給料が支給されていたが、請求書の下段にある 

  「請求期間中に支払われた報酬の額」（所属所で記入）の欄には、日割りで支給された８割 

の給料額を記載しなければいけないか？ 

Ａ 請求書下段の「請求期間通に支払われた報酬の額」（所属所で記入）の欄には、傷病手当金 

  の請求期間内に支払われた報酬の額を記載します。ほとんどの場合、傷病手当金の請求権は、

無給休職となって発生するため、この欄への記入をすることはありません。 

上記のように月途中から無給休職となり、傷病手当金を請求する場合には、それ以前の

報酬である８割支給の給料額は、この欄には記載をしないでください。 

   この欄に報酬額が記載されている場合、誤って傷病手当金の調整を行ってしまう可能性も 

  ありますのでご注意ください。 

 

Ｑ 体調が悪く、医療機関で医師の証明を書いてもらうことができなかった。その月の傷病手当 

  金を受給することは不可能なのか？ 

Ａ 傷病手当金は、１月毎に請求を行う給付金ですが、請求ができなかったからといって、不支
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給とはなりません。請求書が届き次第、次回以降の給付金支給時に給付できるよう請求書の

登録を行います。また、数か月分の請求書を同時に提出することも可能です。 

 

Ｑ 傷病手当金の支給を受けている組合員の休職期間が変更となった。 

共済組合に休職期間変更の連絡を行わなくても、請求書を送付すれば、傷病手当金の支給

は継続されるか？ 

Ａ 共済組合では、組合員毎に傷病手当金支給期間を把握し、支給期間の登録を行っています。 

  給付金を支給するシステムにも休職期間を登録しているため、期間が変更となった場合に 

  システムの登録内容も変更しなければ、傷病手当金の支給が出来なくなってしまいます。 

  休職期間が変更となった場合には、発令通知の写しを共済組合へ提出してください。 

 

Ｑ 傷病手当金の支給を受けていた組合員が復職したが、1 か月後に再度、病気休職となった。 

  既に傷病手当金の事前審査をしているので、傷病手当金請求書を提出するだけで良いか？ 

Ａ 傷病手当金の支給を受けていた組合員が復職し、1 年以内に再度、病気休職となる場合には、 

  以前に支給されていた傷病手当金の期間が通算されます。また、傷病手当金の法定給付期間 

  （1 年６か月の給付）の終期日がいつになるのかを組合員が復職していた期間から算定し、 

  法定給付の終期日と附加給付の開始日を決定します。 

  そのため、もう一度事前審査を行い、組合員の出勤状況等を共済組合で確認する必要があり

ます。組合員が復職と休職を繰り返す場合には、休職を取得するたびに事前審査を行う必要

があります。 

 

Ｑ 年末調整等を行う際、傷病手当金は課税対象として計上するのか？ 

Ａ 傷病手当金は、勤務に服することができず、給料が支給されない組合員の生活給としての給

付金ですので、課税対象にはなりません。 

 

Ｑ 退職した職員の傷病手当金請求書は所属所を経由して請求する必要があるのか？ 

Ａ 任意継続組合員の場合には、組合員が直接共済組合へ請求書を提出することとなりますが 

  国民健康保険へ加入された場合、請求書の誤り等があった場合などに、共済組合から本人へ

連絡等が出来ませんので所属所を通じて請求及び給付決定通知書を送付することになりま

す。 

 

Ｑ 傷病手当金を受給していた条件付き採用職員が、3 月 31 日付で退職となった。この場合で

も、退職後の傷病手当金を請求することは可能か？ 

Ａ 公立学校共済組合の組合員期間は、資格喪失日（退職日の翌日）が属する月の前月までの月

数でカウントします。3 月 31 日付で退職された場合、組合員期間は 12 か月。つまり 1

年間となりますので、退職後の給付の対象となります。 
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10 傷病手当金請求書の作成 

請求書を作成する際の確認ポイントと訂正を行う場合の注意点 

請求書は３つのブロックに分かれています。 

① 請求者（組合員）本人が記載しなくてはいけない部分 

② 医療機関の医師が記載しなくてはいけない部分 

③ 所属所の事務担当者及び所属所長が証明を行う部分 

①、②、③の部分で誤りがある場合には、記載をしなければならない人が訂正を行う必要が 

あります。 

例１）医師の証明欄にある、「勤務不能と認めた期間」（請求書中段）と請求者本人が記載する 

「請求期間」（請求書上段）が異なる場合。 

 

１ 請求者本人が記載した請求期間が誤っている場合  

→ 請求者本人が訂正印を押印のうえ請求期間を修正する必要があります。 

２ 医療機関において、勤務不能と認めた期間が誤っている場合 

  → 医療機関において、証明を行った医師の訂正印及び修正が必要です。 

 

例２）医療機関において勤務不能と認めた期間の証明日よりも所属所長の記載事項証明日の方が 

前の日付となっている場合 

   

   傷病手当金の請求に関しては、先述のとおり 

   医師の証明日 → 請求者本人の請求日 → 所属所長の証明日 となります。 

   医師の証明日よりも前に所属所長が請求内容に関しての証明はできないため、所属所長の   

   訂正印（公印を押印する）及び証明日の修正が必要となります。 

 

例３）医師の証明日が請求期間の末日と同じ日付となっている場合 

    

医師の証明日は、請求期間の末日の「翌日以降」の日付となりますので、請求期間の末日 

   と医師の証明日が同日の場合には、証明を行った医師の訂正印及び修正が必要です。 

   

11 最後に 

   平成２７年１０月からの標準報酬制導入や年金一元化により、傷病手当金は以前よりも事

務手続きが複雑になっております。 

病気休職中に８割の給料が支給されていても、傷病手当金の支給が開始されてしまうケ

ースや、これまで在職中は支給停止となっていた障害年金が在職中に支給されるようにな

り、傷病手当金との調整を行うケースが発生しています。 

 それに伴い、事務処理も以前より複雑になり、傷病手当金が支給されていても書類の提出 

をお願いする場合もございます。事務手続きを円滑に行うため、何卒ご理解ご協力のほど、

お願いいたします。 
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 また、ご不明な点がありましたら、どのような些細な事でも下記担当者までご相談いた

だければと思います。 

 

 ◇参考資料◇ 

 ・福利厚生事務の手引（平成 28 年 3 月） P103～P107 

 ・別冊様式集（平成 28 年 3 月） P113～P116 

 

◇問い合わせ先◇ 

公立学校共済組合東京支部 給付貸付課 短期給付担当 

電話 ０３－５３２０－６８２７ 

傷病手当金担当 宮下 唐沢 
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東京都公立小学校事務職員会 短期給付説明会 

「療養費」について 

 

 

１．療養費（家族療養費）とは                         

 医療に関する給付は、現物給付である「療養の給付」を行うのが原則ですが、共済組合

が療養の給付を行うことが困難である、又はやむを得ないと認めたときは「療養の給付」（現

物給付）に代えて「療養費」（現金給付）を支給します。 

（１）現物給付（原則） 

医療機関等で組合員証（被扶養者証）を提示し、医療費の一部を負担するだけで（一部

負担金という）、診療・投薬・手術・入院などの療養の給付を受けることができます。 

（２）現金給付（例外） 

特別な事情により、医療機関等で組合員証等を提示できなかった場合、一旦、全額自己

負担し事後に請求手続を行うことにより、「療養の給付」に代えて給付を受けられることが

あります。この給付を「療養費」（家族療養費）といいます。 

どちらも医療費総額の３割（注１）が自己負担分で、残りの７割を共済組合が負担する

という結果は最終的に同じになりますが、共済組合が負担する７割分の支払先が医療機関

か組合員かで異なることになります。 

事後請求となる療養費等の請求は事務手続が煩雑になるため、日本国内では保険証を用

いた現物給付化の措置が取られており、療養費等の請求は例外的な手続となっています。 

なお、請求時効は組合員が医療機関等へ療養の費用を支払った日の翌日（注２）を起算

日として取扱い、その日から２年間請求を行わなければ請求権が消滅します。 

注１：年齢、所得により、負担割合が異なる場合があります。 

注２：一般的に受診した日の翌日（通常、受診日に会計を済ますため）が起算日です。 

 

２．支給要件                              

（１）組合が「療養の給付等をすることが困難であると認めたとき」又は「保険医療機関

以外の受診をやむを得ないと認めたとき」（地方公務員等共済組合法第５８条第１項） 

（２）保険医療機関で療養を受け、緊急その他やむを得ない事情でその費用を全額支払っ

たとき。（地方公務員等共済組合法第５８条２項） 

＜注意＞ 

受診の際に単なる不注意で組合員証等を忘れてしまったなどの場合は、「やむを得ない事

情」とは認めがたく支給要件には該当しませんので、支給対象外となります。そのような

事情で医療機関へ医療費の全額を支払った場合は、速やかに組合員証等と領収書を医療機

関へ提示して返金を受けてください。（受診した当月中であればたいていの医療機関で返金

を受け付けてくれると思います。詳しくは医療機関へその旨お問合せください。） 

資料３ 
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※やむを得ない事情であった時でも医療機関から返金を受けることが可能であれば、請求

の手間や給付まで時間がかかることから、療養費の請求を行わずに返金を受けることをお

勧めします。 

 

３．支給事例                               

（１） 保険医療機関がない地域（海外やへき地等）で受診した場合 

（２） 旅行・出張先で受診、その他やむを得ない事情により組合員証を提示できない場合 

（３） 組合員証等が交付されるまでの間に受診した場合 

（４） 誤って以前加入していた健康保険組合の保険証を使用し、医療費を返還した場合 

（５） 治療上必要な装具の費用 

（６） 輸血の生血液代 

（７） 柔道整復師の施術費用 

（８） はり、きゅうの施術費用 

（９） マッサージの施術費用 

（１０）感染症指定医療機関に収容されたときの食事代、薬代 

 

４．請求手続書類について                        

いずれの請求においても、原則として下記の書類が必要となります。 

（１） 療養費等請求書〔用紙№療養 1〕、〔用紙№療養 1-2〕 

受診者ごと、暦月ごと、医療機関ごと（注３）、外来・入院ごとに作成してください。 

注３：院外処方の場合は、病院と薬局とで１枚の請求書で可です。 

（２） 診療（調剤）報酬領収済明細書〔用紙№療養 2〕、〔用紙№療養 3〕、〔用紙№療養 4〕、

〔用紙№療養 5〕、〔用紙№療養 5-2〕、〔用紙№療養 6〕（治療用装具の場合は医師の

証明書や作成指示書） 

※医療機関仕様の様式（通称）レセプト（注４）でも構いません。 

※傷病名、診療内容、部位及び治療方法等の内容を確認し、請求の内容が適切なも

のか判断をしますので、会計時に交付される診療明細書等は不可です。 

注４：「診療（調剤）報酬明細書」のこと。共済様式に記入してもらうよりも、療養費等の

請求にレセプトが必要だと医療機関へ伝えて取り寄せる方が簡単かと思います。 

（３） 領収書原本 

医療機関等からの請求に対し、すでに支払済であるかの確認をします。 

   ※請求には原本が必要なので、他で使用する場合（居住自治体でマル乳、マル子の

償還払い請求で必要など）は、予めコピーをお取りください。 

   ※原本の返却を希望される場合ですが、支給が確定するまで請求書に原本を添付す

る必要があるため、すぐに返却できません。また、７割（８割）分を共済組合が負担

したことを示す「療養費給付済」というスタンプを原本に押印させていただきます。 
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５．支給事例（１）における「海外で受診した場合」              

＜概要＞ 

海外への旅行や、在外教育施設等への派遣等で現地の医療機関を受診した際、医療費は

全額自己負担となるため、療養費・家族療養費の給付を受けられることがあります。（海外

での療養を目的とした場合は対象外です。） 

＜具体例＞ 

海外旅行へ行った際、突然盲腸になり、現地で手術を行い、医療費全額を支払った場合。 

＜請求に必要な書類＞ 

療養費等請求書〔用紙№療養 1〕、診療内容明細書とその邦訳〔用紙№療養 5 又は用紙№

療養 6〕、領収明細書とその邦訳〔用紙№療養 5-2〕、領収書等の原本とその邦訳、調査に係

る同意書〔用紙№療養 5-3〕、海外に渡航した事実を証明する書類の写し。 

※法改正に伴い平成２８年４月受診分より添付する書類が新たに追加・変更となりました。 

＜注意＞ 

治療内容や治療費は、国・地域によって異なるため、Ａ：海外で実際に負担した医療費

とＢ：国内で同じ内容で受診した場合にかかる医療費を比較（注５）し、ＡとＢいずれか

少ない方の額から、一部負担金を差し引いた額を支給します。 

注５：支給事例では、Ｂを採用するケースが多くなっています。つまり、海外で支払う費

用が高額（アメリカ（歯科）現地支払額：約 102,000 円＞国内診療による算定額：約 17,500

円）となるということですので、渡航する国の医療費の状況などを調べたうえで、必要に

応じて、海外対応の医療保険（民間）へ加入するなどを御検討ください。 

 

６．支給事例（３）「組合員証等が交付されるまでの間に受診した場合」        

＜概要＞ 

組合員証等の交付が間に合わず、組合員証が提示できなかった場合、医療費は全額自己

負担となるため、療養費・家族療養費の給付を受けられることがあります。 

＜具体例＞ 

組合員の子が出生したが、被扶養者証が発行されるまでの間に受診し、医療費の全額を

支払った場合。 

＜請求に必要な書類＞ 

療養費等請求書〔用紙№療養 1〕、診療（調剤）報酬領収済明細書〔用紙№療養 2〕、〔用

紙№療養 3〕、〔用紙№療養 4〕（医療機関仕様の様式（通称）レセプトでも構いません）、領

収書原本。 

＜注意＞ 

レセプトは、通常の支払においては発行されませんので、医療機関の窓口で申し出が必

要です。通常の会計時に発行される診療明細書等は傷病名の記載がないため、代わりとし

て扱うことはできません。 
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７．支給事例（５）「治療上必要な装具の費用」                  

＜概要＞ 

保険医が治療上必要と認めて、治療用装具を業者に作らせて患者に装着させた場合、組

合員が業者に支払った装具購入費用について療養費・家族療養費の給付対象となることが

あります。 

＜具体例＞ 

骨折の治療のための関節装具、コルセット、サポーター、小児弱視等の治療用眼鏡等。 

＜請求に必要な書類＞ 

療養費等請求書（治療用装具）〔用紙№療養 1-2〕、医師の診断書等（請求書の医師証明欄

を使用しない場合。なお、治療用眼鏡等の場合は作成指示書を添付してください。）、領収

書の原本（内訳明細の分かるものが必須です）。 

＜注意＞ 

・領収書の宛名は本人のフルネームが必要です。苗字だけや、子供の装具について実際に

支払をした親の名前では処理ができません。 

・レシートも購入内容が不明瞭のため、領収書の取り直しが必要となります。 

・傷病の原因欄は必ず記入が必要です。公務災害や第三者加害ではないかどうかの確認も

含めていますので、わかりやすく記入をお願いします。なお、原因不明の場合は不明と記

入してください。 

・医師が装具装着の必要性を認めた日よりも後（同日は可）に装具を購入していないと療

養費は認められません。 

 

８．よくあるお問合せ                           

＜全般＞ 

Ｑ１：療養費等の給付対象にならない医療費等はあるのでしょうか？ 

Ａ１：あります。事例として以下のようなものが挙げられます。 

   ア 公務中、通勤途中での病気やけが 

   イ 交通事故等、第三者の加害行為による病気やけが 

   ウ 正常な出産 

   エ 経済的な理由による人工妊娠中絶 

   オ 美容整形手術（負傷したあとの処置を除く） 

   カ 近視、遠視、斜視等の矯正や歯の矯正 

   キ カイロプラティクス（脊椎矯正療法）、整体 

   ク 慢性的な肩こり、腰痛等で柔道整復師の施術を受けたとき 

   ケ 差額ベッド代 

   コ 証明書代（文書料） 

   サ その他保険診療の対象とならない医療費  
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※自費診療は会計時に消費税やその他の費用が加算されるなど、通常の組合員証等を提示

した受診よりも費用が高いことがありますが、療養費は通常の保険適用部分を給付対象と

しておりますので、消費税分などの加算された費用は給付対象外です。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                      

＜海外療養費＞ 

Ｑ２：２つの月にまたがって入院しました。支払いは２か月分を退院時にまとめて支払い

ましたので１月目は実質費用が発生していません。「療養費等請求書」や「診療内容明細書」

などは支払いが生じた２月目のみで良いでしょうか？ 

Ａ２：だめです。支払いが生じていなくても、病院で受診された全体的な内容から支給金

額を算定しますので、月毎に「療養費請求書」や「診療内容明細書」等を必ずご提出いた

だく必要があります。書類に不足がある場合、給付することが出来ませんのでご注意くだ

さい。 

 

Ｑ３：任意の海外傷害保険等に加入しており、現地で医療機関を受診したのでそちらへ請

求をしていますが、共済組合にも療養費等の請求はできますか？ 

Ａ３：できます。共済組合は健康保険組合のため、個人的に保険等に加入していても療養

費等の請求が可能です。キャッシュレス保険等の病院での会計が無い場合は領収書に代わ

るものとして、保険会社が発行する病院への支払額が確認できる書類を添付してください。 

 

Ｑ４：海外療養費請求の変更点、留意点について教えてください。 

Ａ４：新たに追加になった書類 

・調査に係る同意書〔用紙№療養 7〕 

 請求書等に記載した事実（療養行為を行った日時、場所、療養内容等）を確認す

る為に所属所、共済組合若しくは共済組合が委託した事業者が療養行為を行った

者から情報提供を受けることに対する同意書。 

・海外に渡航した事実を証明する書類の写し。 

  旅券（顔写真のページと出入国のスタンプが押されているページの写し）や航空

券（電子航空券を含む）、査証等 

 変更になった書類 

 ・診療内容明細書とその邦訳〔用紙№療養5〕、〔用紙№療養6〕 

・領収明細書とその邦訳〔用紙№療養5-2〕 

現地の医療機関に作成を依頼する書類 

・診療内容明細書〔用紙№療養5〕（歯科の場合は）〔用紙№療養6〕 

・領収明細書とその邦訳〔用紙№療養5-2〕 

・国際疾病分類表〔用紙№国際疾病分類表〕…作成する際の補足資料として 
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＜自費診療＞ 

Ｑ５：医療機関を自費診療（全額自己負担）で受診した際、保険点数などが記入された「診

療明細書」（「領収書兼明細書」）を領収書と共にもらいました。「診療（調剤）報酬領収済

明細書」の代わりとして添付書類とすることは可能ですか？ 

Ａ５：ほとんどの場合、傷病名の記載がないため不可です。「診療（調剤）報酬領収済明細

書」には傷病名、診療内容、部位及び治療方法等が具体的に記載されています。その内容

について審査を行い、適切な保険点数を算定し給付を行っています。 

 ちなみに共済所定の様式を医療機関へ持ち込み記入してもらうよりも、医療機関仕様の

様式である（通称）レセプトを交付してもらう方が手間は少ないかと思いますので、医療

機関へお問合せください。 

 

Ｑ６：以前の健康保険組合へ返還した際の領収書を紛失してしまったのですが、療養費を

請求することはもう無理でしょうか？ 

Ａ６：いかなる請求においても領収書の原本の提出が必要となりますが、紛失した場合は

それに代わる書類でも受け付けております。返還した健康保険組合へ領収書の再発行や返

還したことが確認できる証明書の発行を依頼して領収書の代わりとしてください。 

 

＜治療用装具＞ 

Ｑ７：治療用装具の請求をする際、対象とならない装具はあるのでしょうか？ 

Ａ７：あります。治療用装具は傷病の治療過程において必要とする場合に認められるもの

であり、症状が固定した後の装着したものは対象となりません。また、日常生活や職業上

の不便解消のための装具、美容を目的としたものも給付の対象となりません。（マックスベ

ルト、静脈瘤治療用ストッキングなどの既製品、症状固定後の義足や義手、補聴器、車い

すなどの装具、美容目的の義眼や医療用ウィッグなど） 

 

Ｑ８：治療用眼鏡の家族療養費が給付されましたが、購入金額から計算した額よりも少な

いのはなぜですか？ 

Ａ８：治療用眼鏡には購入基準があり 38,461 円が上限額となるため、それを超える眼鏡を

購入した場合、上限額を超えた分については支給対象外となります。また、購入額が 38,461

円以下の場合でも消費税率の違い（購入時に本体価格の 8％分を負担していたとしても、治

療用装具は 4.8％で計算）により、想定していた計算額と差異が生じることになります。 

 

＜その他＞ 

Ｑ９：被扶養者認定申請中の子どもの「組合員資格証明書」は発行して良いでしょうか？ 

Ａ９：だめです。被扶養者で組合員資格証明書を発行可能なケースは、既に認定されてい

る方で、紛失等の理由で再交付が受診する日に間に合わない場合に限られます。 
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９．その他                                

 原則、短期給付の請求書は毎月１０日（注６）を締切日として、当月２４日（注７）に

支給しておりますが、支給事例（１）～（３）の請求は、診療内容について外部機関へ審

査を委託している関係で当月内の支給処理ができません。国内受診分は毎月１０日頃に到

着した請求について翌月２４日、海外受診分は毎月２５日頃に到着した請求について翌々

月２４日に給付しております。請求書類の提出から支給決定までにお時間をいただくこと

を御了承ください。 

注６：１０日が土日祝の場合、直前の開庁日。 

注７：２４日が土日祝の場合、直後の金融機関営業日。 

 

１０．最後に                                

 療養費等の請求は例外的な手続のため、添付書類の収集や給付の可否など判断に迷うも

のがあるかと思いますので、個別に担当まで御照会ください。 

診療内容の審査に時間がかかることから、書類不備等があるとやりとりに時間を要し、

給付まで長期間かかってしまう（特に海外療養費）ことがありますので、提出書類の御確

認をよろしくお願いいたします。 

 また、療養費等請求を行わざるを得ない原因の一つでもある組合員証等の紛失も件数が

多くなっておりますので、保管方法など組合員証等の管理の徹底について所属内で再度御

周知いただければと思います。 

 共済組合においても広報誌「かがやき」の記事や海外同行配偶者への説明会など、組合

員に対する説明をわかりやすく行っていきますので、今後とも共済事務の御協力をよろし

くお願いいたします。 

 

 

【参考資料】 

福利厚生事務の手引き（P.８４～P.８９） 

福利厚生事務の手引別冊様式集（P.６７～P.８８） 

福利厚生ハンドブック（P.３５～P.３７、P.５８～P.６０）  

               

【担当】 

公立学校共済組合東京支部      

給付貸付課短期給付担当 稲垣・内藤 

電話）03-5320-6827 
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東京都公立小学校事務職員会 短期給付説明会 

 介護休業手当金ࠖについてࠕ

 

㸯 介護休業手当金㸦地方公務員等共済組合法第７㸮条ࡢ㸱㸧とࡣ                                

 介護休業手当金ࠊࡣ組合員㸦任意⥅⥆組合員ࢆ除くࠋ㸧ࠊࡀ要介護状態㸦※㸯㸧࡟あࡿ対

象家族ࢆ介護࡟ࡵࡓࡿࡍ介護休暇㸦※㸰㸧ྲྀࢆ得ࠊࡋ給料ࡢ全部又ࡣ一部ࡀ支給࡞ࢀࡉい

 ࠋࡍいいまࢆ現金給付ࡢࡵࡓࡿࡍ保障ࢆ所得࡟ࡁ࡜

公立学ࠊࡣ組合員ࡿࡁ࡛ࡀ࡜ࡇࡿけཷࢆ介護休業給付ࡿࡼ࡟規定ࡢ㞠用保険法ࠊࡋࡔࡓ 

校共済組合ࡢࡽ࠿給付ࡣあࡾませࠋࢇ 

 

※㸯 要介護状態ࡣ࡜ 

    負傷ࠊ疾病又ࡣ身体上若ࡋくࡣ精⚄上ࡢ障害ࠊࡾࡼ࡟㸰週間௨上ࡢ期間࡟わࡾࡓ 

᪥常生活ࢆ営࡟ࡢࡴ支障ࡀあࠊࡾ介護ࢆ必要ࡿࡍ࡜状態ࢆいいまࠋࡍ 

 

※㸰 介護休暇ࡣ࡜ 

 ࡿࡍ介護ࢆ者ࡿࡵ他省௧࡛定ࡢそࠊ要介護家族ࡿࡍ規定࡟育児・介護休業法ࠖࠕ    

 ࠋࡍ࡛ࡢࡶࡓけཷࢆ承認ࡢ所属長ࠊ࡚ࡗ休暇࡛あࡢࡵࡓ

 

㸰 ᖹ成 29ᖺ 1月 1日改正点                       

 ᖹ成 29ᖺ 1᭶ 20᪥付 28公立東京給第 1807号 

 参照ࢆい࡚㸦通知㸧ࡘ࡟制度改正ࡿ係࡟介護休業手当金ࠕ

 

 項目 改正前 改正後 

改正㸯 支給期間ࡢ変更 介護休暇開始᪥ࡽ࠿ࡢ起算ࡋ

࡚ 3᭶ 

介護休暇ࡢ᪥数ࢆ通算࡚ࡋ

66᪥㸦経過措置あࡾ㸧 

改正㸰 支給要件ࡢ変更  初࡚ࡵ請求ࡿࡍ介護休暇ࡢ

期間࡟係ࡿ規定ࡢ削除 

㸦経過措置あࡾ㸧 

同居要件あࡾ 

祖父ẕࠊ孫ࠊ兄弟姉妹 

同居要件撤廃 

祖父ẕࠊ孫ࠊ兄弟姉妹 

改正㸱 給付上限᪥額ࡢ

変更 

12,927෇ 14,207෇ 

㸦ᖹ成 28ᖺ 8᭶ 1᪥遡及㸧 
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㸱 介護休業手当金ࡢ概要                         

㸦㸯㸧支給要件 

ձ 組合員ࠊࡀ要介護状態࡟あࡿ対象家族ࢆ介護࡟ࡵࡓࡿࡍ介護休暇ྲྀࢆ得ࡓࡋ場 

合ࠊ一定期間ࠊ介護休業手当金ࡀ給付ࢀࡉまࠋࡍ 

 

 

 

 

 

   

   ղ 支給対象ࡿ࡞࡜家族ࡢ範囲     

同居ࢆ要件࡞ࡋ࡜いࡢࡶ 配偶者ࠊ父ẕࠊ子ࠊ配偶者ࡢ父ẕࠊ 

祖父ẕࠊ孫ࠊ兄弟姉妹㸦ᖹ成 29ᖺ 1᭶ 1᪥～㸧 

同居ࢆ要件ࡢࡶࡿࡍ࡜ 父ẕࡢ配偶者㸦⥅父ẕ㸧 

配偶者ࡢ父ẕࡢ配偶者㸦配偶者ࡢ⥅父ẕ㸧 

子ࡢ配偶者㸦子ࡢ嫁や婿㸧 

配偶者ࡢ子㸦組合員࡜親子関係࡞࡟い配偶者ࡢ子㸧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意＞ 支給対象外ࡿ࡞࡜介護休暇制度 

○ 介護時間 

○ 短期ࡢ介護休暇㸦᭷給㸳᪥間㸧 

改正㸰 
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㸦㸰㸧支給期間 

    組合員ࡢ介護ࢆ必要ࡿࡍ࡜者ࡢ各々ࡀ介護ࢆ必要ࡿࡍ࡜一ࡿࡍ⥆⥅ࡢ状態㸦※㸧

 ࠋࡿࡍ࡜ࡢࡶい࡞超えࢆ㸴㸴᪥࡚ࡋ通算ࢆ᪥数ࡢ介護休暇ࠊ࡟࡜ࡈ

     

   ※ 介護ࢆ必要ࡿࡍ࡜一ࡿࡍ⥆⥅ࡢ状態ࡣ࡜ 

     介護ࢆ必要ࡿࡍ࡜状態ࡀ発生ࡽ࠿࡚ࡋ終息ࡿࡍま࡛ࢆいいࠊ他ࡢ病気ࢆ併発ࡋ

ࡓ新ࠊࡣ場合ࡓࡋ再発ࡀ同一傷病ࠊࡋ一᪦終息ࠋࡍ考えま࡜状態ࡢࡘ一ࡣ場合ࡓ

 ࠋࡍまࡾ࡞࡜支給可能ࡶ介護休業手当金ࠊࢀࡽࡵ認ࡀ介護休暇࡟

 

   ձ 

 

 

 

 

一ࡿࡍ⥆⥅ࡢ状態        一ࡿࡍ⥆⥅ࡢ状態 

 

   ղ 

 

 

 

 

 

 

 

                一ࡿࡍ⥆⥅ࡢ状態 

 

   ճ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㸿病 㸿病 

発

生 

終

息 

発

生 

終

息 

㸿病 㸿病 

発

生 

終

息 㹀病 

発

生 

終

息 

発

生 

終

息 

終

息 

㸿病 

発

生 㹀病 

発

生 

終

息 

㹁病 

発

生 

終

息 

一ࡿࡍ⥆⥅ࡢ状態 

改正㸯 

介護休暇ࢆศ割࡚ࡋ

ྲྀ得ࡓࡋ場合ࡶ࡟

66᪥ま࡛ࡣ介護休

業手当金ࡢ対象 
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 㸦㸱㸧支給᪥数 

    各᭶ࡢ週休᪥ࢆ除ࠊࡁ一᪥単位࡛介護休暇ྲྀࢆ得ࡓࡋ᪥数࡛ࠋࡍ 

    週休᪥ࡀ土曜᪥や᪥曜᪥௨外ࡢ組合員ࡢ場合ࠊࡣ指定ࡓࢀࡉ週休᪥ࢆ除ࡁまࠋࡍ 

    ⚃᪥ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ無休ࡾ࡞࡟ませ࡛ࡢࢇ給付ࢀࡉませࠋࢇ 

 

 㸦㸲㸧支給金額 

   ձ 介護休業手当金ࡢ計算式 

標準報酬᪥額㸦※㸧 × 㸴㸵㸭㸯㸮㸮 － 調整額  × 介護休暇᪥数 

       㸦Ѝ ෇未満ษ捨࡚㸧 

※ 標準報酬᪥額 Ѝ 標準報酬᭶額 ࡢ 㸯㸭㸰㸰㸦10෇未満四捨五入㸧 

   

 ղ 介護休業手当金ࡢ給付上限᪥額 

     標準報酬᪥額ࡀ介護休業手当金ࡢ給付上限᪥額ࢆ超えࡿ場合ࠊࡣそࡢ上限額 

   

࠙給付上限᪥額ࡢ推移ࠚ 給付上限᪥額ࠊࡣẖᖺ㸶᭶࡟改定ࢀࡉまࠋࡍ 

 休業期間 ձH27.8.1～ 

 H27.9.30 

ղH27.10.1～ 

 H28.7.31 

ճH28.8.1～ 

㸯 ձ 

給付上限᪥額

ࡿ࡞࡜適用ࡀ

給料᭶ 

ղճ 

標準報酬᭶額 

340,890෇௨上 440,000෇ 

㸦第 24⣭㸧௨上 

給付率 

67% 

470,000෇ 

㸦第 25⣭㸧௨上 

給付率 

40% 

440,000෇ 

㸦第 24⣭㸧௨上 

㸰 給付᪥額 7,750෇ 7,750෇ 給付率 

67% 

14,207෇ 

給付率 

40% 

7,718෇ 

 

㸦㸳㸧報酬ࡢ࡜調整 

   介護休暇ࢆ᪥単位࡛ྲྀ得ࡓࡋ場合ࠊ当ヱ᪥ࡢ報酬㸦給୚㸧ࡣ減額ࡾ࡞࡜まࠊࡀࡍ

減額対象࡞ࡽ࡞࡜い手当や介護休暇ྲྀࢆ得ࡿࡍ᭶࡟休᪥ࡀあࡿ時ࠊࡣ࡝࡞報酬㸦給

୚㸧ࡢ一部ࡀ支給ࡿࢀࡉ扱いࡿ࡞࡜場合ࡀあࡾ給付᪥額ࡢ࡜調整ࡀ必要ࡾ࡞࡟まࠋࡍ 

 

     介護休業手当金 ＞ 勤務ࡓࡗ࠿࡞ࡋ期間࡟支払わࡓࢀ報酬ࡢ額㸦※㸧  

                 Ў 

  差額ࢆ支給㸦᪥額࡛比較㸧 

改正㸱 
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     ※ 勤務ࡓࡗ࠿࡞ࡋ期間࡟支払わࡓࢀ報酬ࡢ額 

       介護休暇ࡾࡼ࡟勤務ࡓࡗ࠿࡞ࡋ期間ࡀあࡿ場合ࡢ報酬㸦給୚㸧ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ

勤務時間㸯時間当ࡢࡾࡓ給୚額࡟当ヱ勤務ࡓࡗ࠿࡞ࡋ期間ࡢ時間数ࢆ乗࡚ࡌ

得ࡓ額ࢆ減額࡚ࡗ࡞࡜࡜ࡇࡿࡍいまࠋࡍ 

 

 㸦㸴㸧㞠用保険法ࡢ࡜調整㸦法第㸵㸮条ࡢ㸱第㸲項㸧 

    介護休業手当金ࠊࡣ同一ࡢ介護休業ࡘ࡟い࡚㞠用保険法ࡢ規定ࡿࡼ࡟介護休業給

付ࡢ支給ཷࢆけࠊࡣࡁ࡜ࡿࡁ࡛ࡀ࡜ࡇࡿ支給࡞ࡋい࡚ࢀࡉ࡜࡜ࡇいまࠋࡍ 

    通常ࡢ公務員ࡢ場合ࠊࡣ㞠用保険法ࡢ適用ࡣあࡾませࠊࡀࢇ公立大学法人ࡢ職員

 ࠋࡍいま࡚ࢀࡽ設けࡀ当ヱ規定ࡵࡓࡿࡍ存在ࡶ㞠用保険適用者ࡘ持ࢆ組合員資格࡝࡞

 

㸲 介護休業手当金請求等手続                                 

介護休業手当金請求書[用⣬ࠕ介護休業手当金請求書ࠕ  No.介護手当 ࢆ必要事項ࠊ࡟ࠖ[1

記入・押印ࡢうえࠊ次ࡢձ～ճࡢ書類ࢆ添付࡚ࡋ提出࡚ࡋくࡉࡔいࠋ 

 まࠊࡓ請求書ࠊࡣ᭶単位࡛作成ࠊࡋ請求期間ࡢ翌᭶௨降࡟提出࡚ࡋくࡉࡔいࠋ 

 

 ＜添付書類＞ 

  ձ 介護休暇承認申請書処理簿㸦写ࡋ㸧      

  ղ 出勤簿㸦写ࡋ㸧 

  ճ 報酬支給額明細書 

         

㸳 お願い                                

請求書類ࡢ提出締ษ᪥ࠊࡣẖ᭶ 10᪥࡛ࠋࡍ 

書類୙備ࡢ場合㸦添付書類୙足や所属長ࡢ原本証明࡝࡞ࢀࡶ㸧ࠊいࢇࡓࡗ書類一式ࢆ返却

 ࠋいࡉࡔ提出くࡈࠊ࡚ࡗࡶࢆ余裕ࠊ上࡛ࡓࡋ十ศ確認ࢆෆ容ࠊ࡛ࡢࡍまࡁࡔࡓせ࡚いࡉ

 まࠊࡓ組合員ࡢ生活給ࢆ担う手当金࡜いう性質上ࠊ確実࡞支給ࢆ心ࡀけ࡚ࡾ࠾まࠊࡀࡍ

給付状況等ࡢ疑問ࡀ生ࡌまࠊࡽࡓࡋヱ当組合員ࡢ状況ࢆ確認ࡋまࡈ࡛ࡢࡍ連絡くࡉࡔいࠋ 

 

参考資料 

福利厚生事務ࡢ手引ࡁ㸦ᖹ成 28ᖺ 3᭶㸧㸦P.113114ࠊ㸧 

福利厚生事務ࡢ手引別冊様式㞟㸦ᖹ成 28ᖺ 3᭶㸧㸦P.135～P.140㸧 

福利厚生ハンドブック㸦ᖹ成 28ᖺ 1᭶㸧㸦P.78～P.80㸧 

 

担当 

公立学校共済組合東京支部 

給付貸付課短期給付担当 寺澤   電ヰ㸧03-5320-6827 

所属所長ࡢ原本証明ࡀ必要࡛ࠋࡍ 
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東京都公立小学校事務職員会 短期給付説明会 

 出産費ࠖについてࠕ

 

㸯 出産費㸦地方公務員等共済組合法第㸴㸱条㸧ࡣ࡜                                

 組合員またࡣそࡢ被扶養者࡛あࡿ家族ࡀ出産した場合ࠊ࡟申請ࡾࡼ࡟支給さࢀますࠋ 

 

例外㸸一ᖺ以ୖ組合員࡛あࡗた者ࠊࡀ資格喪失後㸴࠿月以ෆ࡟出産したࡁ࡜ 

      㸦たࡔしࠊ国民健康保険以外ࡢ被保険者࡚ࡗ࡞࡜い࡞いࠋ࡜ࡇ㸧 

 

※ 医療機関ࡽ࠿渡さࡿࢀ出産費ࡢ書類࡛ࠕ出産育児一時金ࠖ࡜表記さࡾ࠾࡚ࢀま

すࠕࠊࡀ出産育児一時金ࠖࠊࡣ協会けࡱࢇ・国民健康保険ࡢ࡝࡞健康保険ࡢ給付ࡢ

名称࡛ࡌྠࠊ給付ࢆ共済࡛ࠕࡣ出産費ࠖ࡜いいますࠋ 

     またࠊ当共済ࠕࡢ出産手当金ࠖ࡜混ྠさ࡛ࡕࡀࢀすࠊࡀ支給要件や支給額ࡀ全

く異ࡾ࡞ますࠋ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 給付ෆ訳 

    㸲㸮．㸲万円＋㸯．㸴万円㸦※㸧＝㸲㸰万円 

 㸦多胎ࡢ場合ୖࠊࡣ記支給額×出産児数㸧 

  

     ※ 㸯．㸴万円ࡣ産科医療補償制度掛金相当 

        → 産科医療補償制度加入無しࡢ場合ࡣ給付さࢀませࠋࢇ 

           例㸸ձ海外࡛ࡢ出産 

             ղ㸰㸰週到㐩前ࡢ出産 

 

 

 

 

 

࠙参考ࠚ 出産手当金ࡣ࡜・・・ 

出産手当金ࠊࡣ組合員㸦任意⥅⥆組合員ࢆ除くࠋ㸧ࡀ出産ࡢたࡵ勤務

ࡣ妊娠出産休暇中ࠊ場合ࡢ通常ࠊࡀますࡁ請求࡛࡟ࡁ࡜たࡗ࡞く࡞ࡁ࡛

給୚㸦報酬㸧ࡀ支給さࠊ࡛ࡢࡿࢀ支給ࡀ起ࡣ࡜ࡇࡿࡇあࡾませࠋࢇ 

 㸦傷病手当金ྠ࡜様ࠊ請求期間࡟支給さ࡚ࢀいࡿ報酬額࡜給付額ࢆ日額

࡛比較しࠊ給付額ୖࡀ回ࡗた場合ࡳࡢ支給しますࠋ㸧 
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㸰 附加金ࡣ࡜                                

 共済独自ࡢ給付ࡾ࡞࡟ますࠋ 

出産費ࡀ支給さ࡟ࡁ࡜ࡿࢀ支給さࢀますࠋ 

たࡔしࠊ資格喪失後㸴ࣧ月以ෆ࡟出産したࡣࡁ࡜附加給付ࡣ支給さࢀませࠋࢇ 

 

◇ 給付ෆ訳 

出産児数 㸯児ࡁࡘ࡟㸳万円 

 

  ⇒ 当共済組合࡛ࡣ通常ࡢ場合ࠊ 

      出産費࡜合算し࡚㸯児あたࡾ㸲７万円ࡀ給付さࢀますࠋ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

࠙参考ࠚ 産科医療補償制度ࡣ࡜・・・ 

・日本医療機能評価機構ࡀ運営 

・出産㸦ศ娩㸧࡟関連し࡚重度脳性まࡗ࡞࡜ࡦた場合࡛一定ࡢ基準

 制度ࡿࢀ支払わࡀ保証金ࠊ場合ࡿヱ当す࡟

・産科医療補償制度࡟加入すࡿ医療機関等ࡢ医学管理ୗ࠾࡟けࡿ制

度対象出産㸦在胎週数 22週࡟㐩した日以後ࡢ出産㸦死産ࢆ含ࠋࡴ㸧

掛金相当ศࡢ産科医療補償制度ࠊࡣ࡟た場合ࡗ㸧࡛あࠋいいますࢆ

㸦㸯．㸴万円㸧ࢆ㸲㸮．㸲万円࡟加算しますࠋ 
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㸱 給付の方法                                

㸦㸯㸧直接支払制度利用 

出産費ࢆ共済ࡽ࠿医療機関࡟直接支払う制度࡛すࠋ 

最も一般的࡞給付方法࡛あࠊࡾ広く利用さ࡚ࢀいますࠋ 

組合員࡜医療機関ࡢ࡜合意࡟基࡙ࡁ給付しますࠋ 

 

  ◇ 出産費支給手⥆ࡢࡁ流ࢀ 

ձ 組合員ࡣ医療機関࡛ࡢ会計時࡟㸲㸰万円引࡛ࡁ精算     

ղ 組合員ࡣ出産費・ྠ附加金ࡢ請求 

○ 総額ࡀ㸲㸰万円࡟満た࡞い場合ࠊࡣ残額及ࡧ附加金㸳万円ࢆ組合員ࡀ共

済࡟請求しࠊ共済ࡀ組合員࡟支給 

       → 組合員ࡢ医療機関࡛ࡢ窓口精算ࡣ㸮円 

     ○ 総額ࡀ㸲㸰万円ࢆ超えࡿ場合ࠊࡣ附加金㸳万円ࢆ組合員ࡀ共済࡟請求しࠊ 

      共済ࡀ組合員࡟支給 

       → 組合員ࡢ医療機関࡛ࡢ窓口精算ࡣ㸲㸰万円引࡛ࡁ精算した額 

ճ 医療機関ࡣ社会保険診療報酬支払基金経由࡛共済࡟請求 
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㸦㸰㸧ཷྲྀ代理制度利用 

組合員ཷࡀけྲྀࡿべࡁ出産費ࢆ医療機関ࡀ被保険者࡟代わཷ࡚ࡗけྲྀࡿ制度 

利用࡛ࡿࡁ医療機関ࡣ限定さ࡚ࢀいます㸦厚生労働省届出医療機関ࡳࡢ㸧ࠋ 

組合員࡜医療機関ࡢ合意࡟基࡙ࡁ給付しますࠋ 

    

◇ 出産費支給手⥆ࡢࡁ流ࢀ 

ձ 組合員ࡣ医療機関࡛ࡢ会計時࡟㸲７万円引࡛ࡁ精算 

    ղ 総額ࡀ㸲７万円࡟満た࡞い場合ࠊࡣ医療機関ࡽ࠿共済࡟請求ࡀあࡗたタイ

ミン࡛ࢢ残額ࢆ組合員࡟支給 

    ճ 医療機関ࡀ直接ࠊ共済࡟請求 
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㸦㸱㸧直接支払制度利用࡞し 

組合員࡜医療機関ࡢ合意࡟基࡙ࡁ給付しますࠋ 

    ※ 海外࡛ࡢ出産等ୖ記制度ࡀ利用出来࡞い場合含ࡴ 

 

◇ 出産費支給手⥆ࡢࡁ流ࢀ 

窓口࡛費用総額ࢆ精算しࠊ後日ࠊ組合員ࡀ出産費・ྠ附加金ࢆ共済࡟請求 
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㸲 出産費࣭ྠ附加金請求書提出時の注意点                       

㸦㸯㸧直接支払制度利用 

◇ 添付書類࡟注意 

   ձ組合員࡜医療機関ࡢ࡜間࡛直接支払制度ࢆ利用すࢆ࡜ࡇࡿ合意した文書㸦写㸧 

   ղ出産育児一時金明細書㸦医療機関࡚ࡗࡼ࡟名称ࡀ異ࡿ࡞場合ࡀあࡾます㸧㸦写㸧 

     ※ 出産ᖺ月日ࠊ出産児数ࠊ代理ཷྲྀ額ࡀ明記さ࡚ࢀいࡿもࠋࡢ 

   ճ領収書㸦写㸧 

     ※ 産科医療補償制度加入ࡢスタンࡀࣉ押印さ࡚ࢀいࡿもࠋࡢ 

     ※ ୖ記ղ࡟スタンࡀࣉ押印さ࡚ࢀいࡿ場合ࡣ࡟ճࡢ提出ࡣ୙要࡛すࠋ 

 

     

◇ 添付書類࠾࡟けࡿ確認項目 

    添付書類ࡢ中࡛共済組合࡛確認したいෆ容ࠊࡣ 

ձ出産した人ࡢ氏名ࠊղ出産ᖺ月日ࠊճ出産児数ࠊմ直接支払制度利用ࡢ᭷無ࠊ

յ産科医療補償制度利用ࡢ᭷無ࠊն代理ཷྲྀ額 

    ࡛すࠋ 

ます㸧ࡾあࡀ場合ࡿ࡞異ࡀ名称࡚ࡗࡼ࡟出産育児一時金明細書㸦ࠖ医療機関ࠕ ※

診療報酬領収ࠊ領収書ࡿい࡚ࢀ記載さࡀձ～նࡢ前述ࠊく࡚も࡞ࢀ発行さࡀ

明細書等ࡀあࡤࢀ審査࡛ࡁますࠋ 

 

◇ 請求金額࡟注意 

    㸺ศ娩費用ࡀ㸲㸰万円以ୖ࡛あࠊࡤࢀ㸮円࡜記入請求㸼 

 

 

㸺ศ娩費用ࡀ 42万円未満࡛あ42ࠊࡤࢀ万円ࡢ࡜差額ࢆ記入請求㸼 

 

 

 

出産費࣭家族出産費ࠉ 附加金ྠࠉ 合 計ࠉ

￥ࠉ 0 ￥ࠉ ￥ࠉ 50,000
請 求 金 額

50,000

出産費࣭家族出産費ࠉ 附加金ྠࠉ 合 計ࠉ

￥ࠉ ￥ࠉ ￥ࠉ

請 求 金 額

50,000 64,50014,500

医療機関の請求した金額が法定給付を下回る場合、その差額を請求

産科医療補償制度加入機関ࡢ

スタンࣉ印 
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㸦㸰㸧ཷྲྀ代理制度利用 

◇ 申請時期࡟注意 

    申請期間ࡣ事前ࡾ࡞࡟ますࠋ 

    申請期間 → 出産予定日ࡢ㸰カ月前ࡽ࠿㸯㸮日前ま࡛ 

 

㸦㸱㸧直接支払制度利用࡞し 

◇ ෆ容࡟注意 

   ձ 他ࡢ書式࡜㐪いࠊ医師ࡢ証明欄ࡀあࡾますࠋ 

 

ղ 海外出産ࡢ場合ࠊ参加医療補償制度掛金相当ศࡢ 1.6万円ࡀ付ࡁませࠋࢇ 

 

         

㸳 ࡼくある࠾問合せ                              

Ｑ㸯㸹在職中ࡢ教員ࡀ産休中࡛勤務し࡚い࡞いࠋ出産手当金ࡣ請求࡛ࠋ࠿ࡿࡁ 

Ａ㸯㸸出産手当金ࡣ組合員㸦任意⥅⥆組合員ࢆ除くࠋ㸧ࡀ出産ࡢたࡵ勤務࡛࡞ࡁくࡗ࡞た࡜

ࠊ࡛ࡢࡿࢀ支給さࡀ給୚㸦報酬㸧ࡣ妊娠出産休暇中ࠊ場合ࡢ通常ࠊࡀますࡁ請求࡛࡟ࡁ

支給ࡀ起ࡣ࡜ࡇࡿࡇあࡾませࠋࢇ 

  㸦傷病手当金ྠ࡜様ࠊ請求期間࡟支給さ࡚ࢀいࡿ報酬額࡜給付額ࢆ日額࡛比較しࠊ 

給付額ୖࡀ回ࡗた場合ࡳࡢ支給ࠋ㸧 

Ｑ㸰㸸直接支払制度ࢆ利用したࠋ出産費ࢆ共済ࡽ࠿医療機関࡟直接支払う制度ࠊࡽ࠿ࡔࡢ࡞

出産費ࡢ請求書ࡣ共済࡟出さ࡞く࡚もࡼいࠋ࠿ࡢ 

Ａ㸰㸸確ࠊ࡟࠿出産費㸦㸲㸰万円㸧ࡣ共済ࡽ࠿医療機関࡟直接支払いますࠊࡀそࡣࢀ医療

機関ࡽ࠿㸲㸰万円ࡢ請求ࡀ来࡚給付ࢆすࡿも࡛ࡢすࠋ附加金ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ組合員ࡽ࠿

共済࡟請求ࢆし࡚もࡽわ࡞い限ࠊࡾ給付ࡀさࢀませࠋࢇ 

Ｑ㸱㸸産科࡛出産費用ࢆ支払ࡗた際ࠕ࡟出産育児一時金明細書ࠖࢆもࡽえࡗ࠿࡞た࡝ࠋう

すࡼࡤࢀいࠋ࠿ 

Ａ㸱㸸添付書類ࡢ中࡛共済組合࡛確認したいෆ容ࠊࡣձ出産した人ࡢ氏名ࠊղ出産ᖺ月日ࠊ

ճ出産児数ࠊմ直接支払制度利用ࡢ᭷無ࠊյ産科医療補償制度利用ࡢ᭷無ࠊն代理ཷ

領額࡛すࠋ 

を࡜胎㸧㸦妊娠10か月㸧したこࠉ単ࠉ 4月12日出産࣭早産࣭流産࣭死産㸦ࠉᖹ成28ᖺࠊࡣ

証明しますࠋ

28ࠉᖹ成ࠉࠉࠉ   ᖺ 4ࠉ 15ࠉ月ࠉ    日 住ࠉ所
△△༊ࠉ△△台1-1ࠉ

称ࠉྡ
△△病院

氏ྡࠉ
花 子 ࠉ私 立ࠉࠉ

印

東京ࠉさくら

証明者ࠉ㸦医師又ࡣ助産師㸧
私

立

出産費࣭家族出産費ࠉ 附加金ྠࠉ 合 計ࠉ

 ￥ ￥ࠉ  ￥

請 求 金 額

404,000 50,000 454,000

産科医療補償制度未加入の医療機

関࡛出産の場合
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出産育児一時金明細書ࠕ 㸦ࠖ医療機関࡚ࡗࡼ࡟名称ࡀ異ࡿ࡞場合ࡀあࡾます㸧ࡀ発行さ

ࡤࢀあࡀ診療報酬領収明細書等ࠊ領収書ࡿい࡚ࢀ記載さࡀձ～նࡢ前述ࠊく࡚も࡞ࢀ

審査࡛ࡁますࠋ 

Ｑ㸲㸸異常ศ娩࡛一部保険ࡀ適用さࢀたࠊࡀそࡢศも出産費࡜し࡚給付さࠋ࠿ࡢࡿࢀ 

Ａ㸲㸸出産費ࠊࡣ保険適用ศࡢෆ訳࡟関わࠊࡎࡽ定額ࢆ給付し࡚いますࠊ࡚ࡗࡼࠋ直接支

払制度利用ࡢ場合ࠊෆ容如何࡟関わࠊࡎࡽ総額ࡽ࠿㸲㸰万円控除した額ࢆ負担すࡇࡿ

 ࠋますࡾ࡞࡟࡜

   保険適用ศࡘ࡟い࡚ࠊࡣ金額ࡾࡼ࡟後日給付対象ࡀ࡜ࡇࡿ࡞࡜あࡾますࠊࡀ保険適

用外࡛あࡿ出産費ࡣ࡜ษࡾ離し࡚考え࡚くࡔさいࠋ 

 

㸴 ࠾願い                               

請求書類ࡢ提出締ษ日ࠊࡣ毎月 10日࡛すࠋ 

書類୙備ࡢ場合㸦添付書類୙足࡝࡞㸧ࠊいࡗたࢇ書類一式ࢆ返却させ࡚いたࡁࡔますࠊ࡛ࡢ

ෆ容ࢆ十ศ確認したୖ࡛ࠊ余裕ࢆもࡈࠊ࡚ࡗ提出くࡔさいࠋ 

  

参考資料 

福利厚生事務ࡢ手引ࡁ㸦ᖹ成 28ᖺ 3月㸧㸦P.61～68㸧 

福利厚生事務ࡢ手引別冊様式集㸦ᖹ成 28ᖺ 3月㸧㸦P.43～P.58㸧 

福利厚生ハンドࣈッࢡ㸦ᖹ成 28ᖺ 1月㸧㸦P.39～P.47㸧 

 

担当 

公立学校共済組合東京支部 

給付貸付課短期給付担当 寺澤 

電ヰ㸧03-5320-6827 

 



࠙別添ࠚ 出産費に係る利用制度別比較                              29.7.21 短期給付説明会㸦出産費㸧 

 

 直接支払制度利用 ཷྲྀ代理制度利用 直接支払制度利用࡞し 

請求時期 出産後 出産予定日ࡢ㸰ࣨ月前ࡽ࠿㸯㸮日前ま࡛ 出産後 

医師㸦病院㸧の証明欄 ࡞し あࡾ ※ཷྲྀ代理人㸦＝病院㸧ࡢ記入 あࡾ 

海外出産の場合 × × ○ 

必要書類㸦通常ケ࣮ス㸧 

 

 

 

 

 

 

 

 

○請求書㸦用紙 No.出産 1㸧 

○添付書類 

合意文書㸦写し㸧 

出産育児一時金明細書㸦写し㸧 

領収書㸦写し㸧 

○請求書㸦用紙 No.出産 1-3㸧 

○添付書類 

 出産予定日ࢆ証明すࡿ書類㸦写し㸧 

○請求書㸦用紙 No.出産 1-2㸧 

○添付文書 

合意文書㸦写し㸧 

領収書㸦写し㸧 

 

※海外出産ࡢ場合ࡢ添付文書 

  領収書㸦写し㸧 

  出生証明書㸦原本㸧 

  日本語訳 

㸦翻訳者ࡢ住所ࠊ氏名ࠊ押印要㸧 

必要書類㸦追加ケ࣮ス㸧 

 

㸦被扶養者認定さࢀてか

ら㸴ヶ月以ෆの出産㸧 

  加入し࡚いた場合࡟し ○国民健康保険࡞

→ 家族出産費等ࡢ請求࡟関すࡿ国民健康保険ࡘ࡟い࡚ࡢ申立書 

㸦用紙 No.出産 2㸧 

○ୖ記以外࡟加入し࡚いた場合 

 → 家族出産費等ࡢ請求࡟関すࡿ健康保険組合等ࡢ証明書㸦用紙No.出産 3㸧 

組合員の窓口清算額 

 

 

出産費用ࡀ㸲㸰万円㸦もしくࡣ 

㸲㸮万㸲千円㸧ࢆ超えた場合ࠊࡣ

超えた額ࢆ医療機関࡟支払 

出産費用ࡀ㸲７万円㸦もしくࡣ㸲㸳万㸲千

円㸧ࢆ超えた場合ࠊࡣ超えた額ࢆ医療機関

 支払࡟

全額支払 

共済組合からの支給額 㸳万円㸦附加金㸧 

  ＋ 

㸲㸰万円㸦出産費㸧㸦もしくࡣ㸲㸮

万㸲千円㸧ࢆୗ回ࡗた場合差額 

㸮円 

  ＋ 

㸲７万円㸦出産費㸧㸦もしくࡣ㸲㸳万㸲千

円㸧ࢆୗ回ࡗた場合差額 

㸲７万円㸦出産費＋附加金㸧㸦もしく

 㸲㸳万㸲千円㸧ࡣ

 

※ 海外出産ࡣ㸲㸳万㸲千円 

附加金㸦㸳万෇㸧 資格喪失後ࡢ出産費ࡘ࡟い࡚ࡣ支給さࢀませࠋࢇ 
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東京都公立小学校事務職員会 短期給付説明会 

「育児休業手当金」について 

 

１．育児休業手当金（地方公務員等共済組合法第７０条の２）とは                                 

 育児休業手当金は、組合員が育児休業の承認を受けて勤務に服さなかった期間において、

当該育児休業に係る子が１歳（注１）に達するまでの育児休業期間中の所得を保障するた

めの現金給付をいいます。 

注１：パパ・ママ育休プラスに該当するときは、１年を越えない範囲で最長１歳２か月ま

で、延長給付の要件（保育所等に入れないなどの特別な事情）に該当するときは、最長１

歳６か月までとなります。 

（１）支給要件 

 組合員が、育児休業を取得した場合、一定期間、育児休業手当金が給付されます。 

※当該育児休業に係る子の育児休業期間について、支給対象となります。 

（２）支給期間 

  ア 基本的な支給期間（１歳前請求） 

    育児休業を開始した日から、当該育児休業を取得した期間で、当該育児休業に係 

   る子が１歳に達する日（１歳の誕生日の前日）までの期間。 

    １歳に達する日より前に育児休業を終了する場合は、終了する日までの期間。 

   【例】対象となる子の誕生日   H28.7.22 

      育児休業承認期間     H28.9.16～H30.3.31 

      手当金支給期間      H28.9.16～H29.7.21 

  イ パパ・ママ育休プラス（父母ともに育児休業を取得する場合）に該当する場合 

    組合員の配偶者が当該子の１歳の誕生日の前日までに育児休業を取得している場

合、支給期間が１年超えない範囲で当該子が１歳２か月に達する日までの期間。 

   【例】対象となる子の誕生日   H28.7.22 

      配偶者の育児休業承認期間 H28.9.16～H29.3.31 

      組合員の育児休業承認期間 H29.4.1～H30.3.31 

手当金支給期間      H29.4.1～H29.9.21 

  ウ 延長給付要件に該当する場合（１歳後請求） 

    当該子の１歳の誕生日以降も引き続き育児休業を取得しており、かつ延長給付の

要件を満たす場合は、最長１歳６か月に達する日までの期間。    

   【例】対象となる子の誕生日   H28.7.22 

      組合員の育児休業承認期間 H28.9.16～H30.3.31 

通常の手当金支給期間   H28.9.16～H29.7.21 

      延長給付支給期間     H29.7.22～H301.21 
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※支給期間内における支給対象は、土曜日及び日曜日を除いた日数です。（祝日や年

末年始休暇は支給対象となります。） 

（３）支給金額 

  ア 支給率 

   法の本則では報酬日額の 40％となっていますが、「当分の間」50％とされており、さ

らに平成 26 年 4 月 1 日以降は「当分の間」の暫定措置として、育児休業取得から 180

日目までの間が、報酬日額の 67％（181 日目以降は 50％）に引き上げられています。 

イ 算定方法 

   A 報酬日額＝標準報酬月額÷22（10 円未満四捨五入） 

   B 給付日額（育児休業取得から 180 日まで）＝A×0.67（円未満切捨て） 

   C 給付日額（181 日目以降）＝A×0.5（円未満切捨て） 

   算定した給付日額（B 又は C）に支給日数を乗じた額が月の支給額となります。 

   【例】29 年 6 月 9 日から育児休業を開始した、標準報酬月額 360,000 円の組合員の

７月分支給額 

    360,000÷22＝16363.63…→A＝16,360 円 

    16,360 円×0.67＝10961.2→B=10961 円 

    10,961 円×21 日=230,181 円（７月分支給金額） 

    181 日目以降 

    16,360 円×0.5＝8,180 円 

    支給率変更 180 日間の数え方 

事例のように支給率が変更となるのは 181 日目以降となります。 

育児休業手当金は、土日を除いた日数で支給を行っていますが、支給率が変更と

なる育児休業の期間は土日を含めた日数をカウントしていき、181 日目以降の支給

率はＡ×0.5 に変更となります。 

  ウ 給付上限日額 

    育児休業手当金は給付上限日額が設定されており、該当する組合員は、給付上限 

   日額で計算します。なお、給付上限日額は毎年８月に改定されます。 

   ※H29.7 現在は標準報酬月額 440,000 円以上の組合員が該当し、給付上限日額は、

12,972 円（給付率 67％）、9,647 円（給付率 50％）です。今年の 8 月の改定に関し

ましては、決定後に通知いたします。 
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２．育児休業手当金請求等手続                                  

 学校電算へ育児休業承認期間等の入力を行ったとしても、公立学校共済組合東京支部の

システムには反映しません。そのため、育児休業手当金については下記の手続（注２）が

必要です。 

注２：パパ・ママ育休プラス、延長給付の手続については、後述します。 

（１）育児休業を開始したとき 

育児休業が開始されたら、「育児休業手当金請求書[用紙 No.育休 1]」をマスターカード

の写しや育児休業期間承認書等、育児休業承認期間が確認できる書類の写しを添付のうえ、

ご提出ください。請求書が提出されないと手当金の支給が開始されませんので、ご注意く

ださい。 

 

（２）育児休業期間を変更したとき 

  １歳の誕生日の前日までの期間で育児休業期間を変更したときは、「育児休業手当金変更

請求書[用紙 No.育休 1]」を変更後の育児休業承認期間が確認できる書類の写しを添付の

うえ、ご提出ください。期間を延長しても変更請求書が提出されないと手当金の支給は延

長されませんので、ご注意ください。 

 また、期間を短縮し復職するなどの場合、変更請求書の提出が遅れると、復職した後の

期間に対し誤って手当金が支給され手当金の返還対象となる場合があります。 

 また、年金担当に提出する 3 歳未満の子を養育する旨の申出書の入力ができず、将来の

年金額を算出する際に低い額の標準報酬月額で計算されてしまい、その方の年金額に影響

を及ぼす可能性があります。 

※育児休業期手当金受給中に期間を短縮する場合は、育児休業手当金の誤支給を防止する

ため、変更後の育児休業承認期間終了日が属する月の翌月１０日までに、変更請求書の提

出をお願いいたします。（提出が間に合わない場合は取り急ぎ電話にてご連絡ください。） 

 

（３）休業実績報告書 

 育児休業手当金を支給されている期間について、「育児休業期間中の休業実績報告書[用

紙 No育休 2]」をご提出ください。 

 休業実績報告書に基づき手当金の支給を行っておりますが、休業実績報告書の提出の有

無だけでは、手当金の開始及び変更はできませんので、ご注意ください。 

 休業実績報告書は手当金が終了となりましたら提出不要です。 

※育児休業手当金の終了日が H29.7.21 の場合は、H29.7.1～H29.7.21 までの期間について 

ご報告ください。 
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３．パパ・ママ育休プラス                                 

 平成２２年６月３０日から、男性の育児参加を促進する観点から始まった制度です。本

制度の利用は男性に限ってはいませんが、利用の大半が男性組合員となっています。 

（１）支給要件 

 当該育児休業に係る子について、その父母ともに（注３）育児休業を取得する場合（注

４）、１年（注５）を超えない範囲で育児休業手当金支給期間を１歳から１歳２か月に達す

る日まで延長して請求できます。 

注３：同時期に育児休業を取得する必要はありません。 

注４：子が１歳に達する日以前に組合員の配偶者が育児休業を取得する場合に限ります。 

   配偶者の勤務先は育児休業制度があれば官民問いません。 

注５：手当金支給期間は最長１年間です。（14 か月間もらえるわけではありません。） 

   また、母は出産日及び産後休暇期間並びに育児休業手当金の支給期間と合わせて１ 

  年です。  

（２）請求手続 

 パパ・ママ育休プラスに該当する場合は、「育児休業手当金請求書（パパ・ママ育休プラ

ス用）[用紙 No.育休 1-2]」に必要書類を添付のうえ、ご提出ください。 

組合員及び配偶者の育児休業承認期間や復職期間などを確認することで、本制度に該当

するか判断いたします。 

※先日、平成 29 年 7 月 10 日付 29 公立東京給第 645 号の通知文を各教育委員会を通じて

所属所へ送付させていただきました。今回の改正では、これまでパパ・ママ育休プラスの

該当であっても後述の延長給付を請求する場合は、当該子が１歳となる誕生日前に保育所

等への入所手続を行い、保育の実施が行われていないことが要件でしたが、平成 29 年 7 月

1 日よりパパ・ママ育休プラスに該当する組合員の場合には、制度により育児休業手当金が

延長されている月の末日において総務省令で定める要件に該当するかを判断することにな

りました。 

 

４．育児休業手当金延長給付                         

 当該育児休業に係る子が１歳の誕生日以降も引き続き育児休業が承認されている（注６）

場合で、下記の総務省令で定める要件を満たす場合、当該子が最長１歳６か月まで手当金

の給付を受けることができます。 

注６：当初の育児休業承認期間の終期が１歳の誕生日以前であることは要件ではなく、1歳

の誕生日以降にわたる期間で承認されている場合も、途中で育児休業を短縮し、復職する

意思を持ちながら、やむを得ず育児休業を継続する状態となれば該当となります。 
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（１）支給要件（総務省令） 

  ア 育児休業の申出に係る子について、（１歳に達する日以前から）保育所（注７）、

認定こども園又は家庭的保育事業等における保育の実施を希望し、入所の申込みを 

   行っているが、その子が１歳に達する日後の期間について、当面その実施が行われ

ない場合が該当します。 

注７：児童福祉法３９条に規定する保育所をいい、認定保育所、認証保育園などいわゆる

無認可保育施設は含みません。認可保育園であれば公立・私立は問いません。 

  イ 育児休業の申出に係る子の１歳に達する日後の期間について常態としてその子の

養育を行う予定であった配偶者が以下のいずれかに該当にしたため、当該組合員の

育児休業が承認された場合。 

① 死亡したとき 

② 負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により育児休業の申出に係る子を養育

することが困難な状態となった場合 

③ 婚姻の解消その他の事情により配偶者が育児休業の申出に係る子と同居しなくな

ったとき 

④ ６週間（多胎妊娠の場合１４週）以内に出産する予定であるか又は産後８週間を経

過しないとき 

（２）請求手続 

延長給付要件に該当する場合は、「育児休業手当金請求書[用紙 No.育休 1-3]」に必要書

類を添付のうえ、ご提出ください。 

※１歳の誕生日当日の状況により延長給付の該当かどうか審査しますので、請求書の提出

は１歳の誕生日以降にお願いします。（事前に提出された場合は返却させていただきます。） 

（３）注意事項（（１）アの場合） 

  ア 保育所等の入所希望日は１歳の誕生日以前の日付であることが必須（注８）です。

申込みの締切日など、お住まいの区市町村の手続等について必ず確認してください。 

注８：申込日が１歳の誕生日以前であっても、入所希望日が１歳の誕生日以降であれば延

長給付は認められません。 

  イ 復職意思があることを客観的に裏付けるため、保育所等の入所に関する区市町村

の証明書（入所不承諾通知等）が必要です。保育所入所募集を行っていない、申込

み時が育児休業中であるから、保育所に空きがないからなどの理由で、お住まいの

区市町村で手続を断られた場合（注９）は、区市町村の担当者に事情を説明したう

えで、共済組合へお問合せください。 

注９：手続が行えない場合でも、特に何もしなかったり、勝手な判断で進めてしまったり

すると、客観的に復職の意思を確認できないため、延長給付は認められません。 

  ウ 手当金の延長期間が保育所等の入所不承諾通知等の有効期限より長い場合（注 10）、

再度の入所申込が必要となります。この手続を行わなかった場合は、復職の意思が



29.7.21 短期給付説明会（育児休業手当金） 

 

  6 

 

なくなったものとみなし、手当金の延長給付分は遡って返還となります。 

注 10：必ず入所不承諾通知等の有効期限を確認してください。記載がない場合はお住まい

の区市町村へ確認を取るなどして、保育待機状態に空白がないようにしてください。 

  エ 延長給付期間内は常に保育待機状態であることが要件となります。１歳誕生日時

点で不承諾であっても延長給付期間内に入所申込を取り下げた場合（注 11）は、復

職の意思がなくなったものとみなし、手当金の延長給付分は遡って返還となります。 

注 11：延長給付終了後に延長給付期間内に入所の取下げ又は辞退がなかったかどうかを確

認するため、区市町村の証明をご提出いただきます。 

オ 延長給付期間内に保育所等の入所が可能になった場合はその時点で復職すること

が前提です。万が一、入所を辞退した場合は、復職の意思がなくなったものとみな

し、手当金の延長給付分は遡って返還となります。 

※延長給付の制度趣旨は、「復職を希望しているが、保育所等への入所がかなわず、やむを

得ず育児休業を継続しなければならない」という方を救済するものです。復職することを

前提として延長給付を請求する制度ですので、延長給付期間内で保育所入所が可能となっ

た場合などを想定し、所属所と組合員との間で復職について話し合ってください。安易に

保育の申込みをして、入所辞退などを行ってしまった場合は、手当金の返還だけでなく、

保育を受けるための点数（ポイント）が下がってしまい、組合員にとって不利益が生じる

恐れがあります。 

 平成 29 年 10 月 1 日より育児・介護休業法改正により育児休業手当金延長給付がこれま

での最長 1 歳 6 カ月に達する日から最長 2 歳に達する日まで延長される予定です。 

現在のところ、総務省及び文部科学省から通知がありませんので、具体的な説明ができま

せんが、詳細が判明次第、各所属所へ通知文を送付するとともに広報誌かがやき冬号にて

制度改正について掲載予定となっております。 

 

５．よくあるお問合せ                           

Q１：休業実績報告書を提出しましたが、手当金が振り込まれていません。  

A１：休業実績報告書の提出だけでは手当金の支給は開始されませんので、必ず「育児休業

手当金請求書[用紙 No.育休 1]」をご提出ください。 

Q２：育児休業を短縮しましたが、手当金が振り込まれています。 

A２：育児休業期間の短縮・延長いずれの場合も「育児休業手当金変更請求書[用紙 No.育休

1]」をご提出ください。ご質問のケースでは手当金の返還が発生しますので、後日返

還請求を行います。 

Q３：休業実績報告書はいつまで出せばいいのですか？ 

A３：育児休業期間は続いていても手当金の請求期間が終了しましたら提出は不要です。 

Q４：延長給付が認められたら、その後は何もしなくてもよいのですか。 

A４：延長給付期間全ての期間において入所待機状態であることが必要です。入所不承諾通
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知等に記載された有効期限を確認のうえ、もし延長給付期間内で有効期限が切れる場

合は、待機期間に空白がないような形で再度の入所申込みを行ってください。 

   また、延長給付期間終了後にお住まいの区市町村から保育状況の証明を取っていた

だきます。 

 

Q５：手当金請求がかなり遅れてしまいましたが、手当金は遡及して出ますか？ 

A５：請求時効（２年間）期間内であれば遡及して支給します。最初の支給日に遡及分をま

とめて振り込みいたします。 

Q６：今月から育児休業が開始されましたが、手当金が振り込まれていません。 

A６：育児休業手当金は前月の休業実績に基づき支給しておりますので、１か月遅れで給付

されることとなります。 

Q７：育児休業手当金は課税対象ですか？ 

A７：育児休業手当金は非課税です。 

Q８：給付決定通知を紛失したので、再発行してください。 

A８：給付決定通知の作成は業者へ委託しているため、共済組合では再発行することができ

ません。給付決定通知発送時の所属所へ控えを送付していますので、お手数ですがそ

ちらで金額等の確認を行ってください。 

 

６．お願い                               

書類不備の場合、いったん書類を一式お返しさせていただきますので、事前に十分ご確

認の上、請求書をご提出ください。 

特に毎月１０日の直前は締め切りに間に合わないことがないようご注意ください。 

 また、組合員の生活給を担う手当金という性質上、確実な支給を心がけておりますが、

給付状況等の疑問が生じましたら、該当組合員の状況について確認しますので、迅速なご

連絡をお願いします。 

 

参考資料 

福利厚生事務の手引き（P.108～P.112） 

福利厚生事務の手引別冊様式集（P.119～P.126、P.131～P.134） 

福利厚生ハンドブック（P.73～P.77） 

 

担当 

公立学校共済組合東京支部 

給付貸付課短期給付担当 久能 

電話）03-5320-6827 
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㸰㸵教人情第㸳㸱㸵号 

ᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸰月㸯㸮日 

 

各区市町村教育委員会給୚主管課長 

各 小 笠 原 村 立 小 ･ 中 学 校 長                  

各 都 立 学 校 長                  

多 摩 教 育 事 務 所 管 理 課 長                  

各 教 育 庁 出 張 所 副 所 長                    殿 

東京都教職員研修センタ࣮総務課長                  

各東京都学校経営支援センタ࣮管理課長  

東 京 都 教 育 相 談 セ ン タ ࣮ 次 長                  

教 育 庁 総 務 部 総 務 課 長                  

 

                       東京都教育庁人事部人事給୚情報課長 

                                  木 村 康 弘 

                                  㸦 公 印 省 略 㸧 

 

 

標準報酬制࠾࡟けࡿ随時改定ࡢ実施ุ定࡟係ࡿ通勤手当報告書ࡢ入力方法変更ࡘ࡟い࡚㸦通知㸧 

 

 

 日頃ࠊࡽ࠿෇滑࡞給୚支給事務࡟御協力いたࡲࡁࡔし࡚ࠊあ࡜ࡀࡾうࡊࡈいࡲすࠋ 

い࡚㸦通知㸧ࠖ㸦ᖹ成㸰㸵ᖺ㸷月㸯㸮日付ࡘ࡟変更ࡢ伴う公立学校共済組合掛金࡟被用者ᖺ金制度一元化ࠕ

㸰㸵公立東京福第㸳㸶㸰号㸧࡛通知さ࡚ࢀいࠊࡾ࠾࡜ࡿ保険料㸦掛金㸧ࡢ算定方法ࡘ࡟い࡚ࠊᖹ成㸰㸵ᖺ

㸯㸮月ࡽ࠿標準報酬制࡟移行し࡚いࡲすࠋ 

こࡢこ࡟࡜伴いࠊᖹ成㸰㸶ᖺ㸯月ࡽ࠿随時改定を実施す࡟ࡿあたࠊࡾ教職員給୚システム࠾࡟い࡚新た

紙帳票࡛ࡣ㸯月例月処理࡛ࠊたࡲࠋすࡲ項目欄を追加し࡟通勤手当報告書ࠊࡵたࡿ࡞࡜必要ࡀ定項目ุ࡞

 ࠋすࡲ願いいたし࠾事務処理方ࠊ上ࡢ留意࡟点ࡢୗ記ࠊ࡛ࡢすࡲࡾ࡞࡜提出ࡢ

願いいた࠾貴管ୗ小࣭中学校へ周知方ࠊࡣし࡚ࡲࢀ࠿࠾࡟区市町村教育委員会及び教育庁出張所ࠊ࠾࡞

しࡲすࠋ 

 

 

記 

 

 

㸯 概要 

通勤手当ࡣ固定的給୚࡛あࠊࡾ通勤経路ࡢ変更等࡛固定的給୚ࡀ変動した場合ࠊ随時改定を実施す

 ࠋࡿ࡞࡜要因ࡿ

Ḟ勤ࠊ休職又ࡣ長期研修等ࡾࡼ࡟月ࡢ全日を出勤し࡞い場合ࠊࡶ通勤手当ࡢ支給ࡀ停止さࠊࡀࡿࢀ

こࡣࡽࢀ一時的࡞勤務状態ࡢ変更࡚ࡗࡼ࡟固定的給୚࡛あࡿ通勤手当࡟減少ࡀ生࡛ࡢࡶࡿࡌあࠊࡾ随時

改定ࡢ要件࡛あࠕࡿ固定的給୚ࡢ変動ࠖࡣ࡟該当し࡞いࠋ 

随時改定ࡢ要件をシステムุ࡛定す࡟ࡿあたࠊࡾ通勤経路ࡢ変更等ࡿࡼ࡟固定的給୚ࡢ変動ࠊ࠿一

時的࡞勤務状態ࡢ変更࠿をุูすࡿたࠊࡵ通勤手当報告書࡟該当月ࡢ勤務ࡢ᭷無を入力すࡿ欄を設けࠋࡿ  
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㸰 新規入力項目 

 以ୗࠊࡾ࠾࡜ࡢ全日勤務無欄及び該当コ࣮ドを新設すࠋࡿ 

全日勤務無欄 コ䞊ド コ䞊ド䛾意味

䠄空白䠅 初期設定䠄通勤経路䛾変更䞉運賃改定䛾とき䠅

䠌 䛂䠍䛃コ䞊ド䛾取消䠄䠎月例月䜘䜚使用可能䠅

1 始期年月䠄䠐月䞉䠍䠌月以外䛿次期支給期䠅に全日勤務無

䠄空白䠅 初期設定䠄通勤経路䛾変更䞉運賃改定䛾とき䠅

䠌 䛂䠎䛃及び䛂䠏䛃コ䞊ド䛾取消䠄䠎月例月䜘䜚使用可能䠅

䠎 始期年月か䜙全日勤務無

䠏 䛂始期年月＋残月数䛾月䛃か䜙全日勤務無

調整額

基本額

 

  

㸱 新規入力項目ࡢ入力対象者及び入力ෆ容 

㸦㸯㸧入力対象者 

  以ୗࡢ全࡚ࡢ要件を満たす場合ࠊ入力ࡀ必要ࠋࡿ࡞࡜ 

ア 共済組合ࡢ組合員 

イ ᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸮月以降ࠊ月ࡢ全日勤務を行わ࡞いた࡟ࡵ通勤手当ࡀ支給さ࡞ࢀい月ࡀあࡿ職員 

  但しࠊᖹ成㸰㸵ᖺ㸲月以前ࡽ࠿引ࡁ続ࡁ通勤手当ࡀ支給さ࡚ࢀい࡞い職員を除くࠋ 

㸦㸰㸧入力ෆ容 

ア 今後ࡢ処理࠾࡟い࡚ࠊ通勤手当を支給ࠊ追給又ࡣ返納すࡿ際ࠊ࡟同時࡟全日勤務無コ࣮ドࡢ入力

を行う場合 

従来ࡢࡾ࠾࡝入力࡟加えࠊ全日勤務無コ࣮ドを入力すࠋࡿ 

イ 既࡟支給ࠊ追給又ࡣ返納を行ࡗた通勤手当額ࡘ࡟い࡚ࠊ遡及࡛全日勤務無コ࣮ドࡢ入力ࡳࡢ行う

場合 

 㸦ア㸧入力必須項目 

    始期ᖺ月ࠊ全日勤務無コ࣮ド 

㸦コ࣮ドࠕ㸱ࠖ入力又ࡣコ࣮ドࠕ㸮࡛ࠖコ࣮ドࠕ㸱ࠖࡢ取消入力ࡢ場合ࡳࡢ必須㸧残月数 

   (イ) 入力禁止項目 

     通勤方法コ࣮ドࠊ交通機関実費ࠊ追給࣭返納額 

    㸦コ࣮ドࠕ㸰ࠖ入力又ࡣコ࣮ドࠕ㸮࡛ࠖコ࣮ドࠕ㸰ࠖࡢ取消入力ࡢ場合ࡳࡢ禁止㸧残月数 

     ※入力禁止項目を入力した場合ࠊ再度通勤手当ࡢ追給又ࡣ返納ࡀ生ࡿࡌ可能性ࡀあࡲࡾすࠋ 

㸦㸱㸧具体的࡞入力事例 

   ู紙を参照すࡿこࠋ࡜ 

 

㸲 提出方法及び提出先 

㸦㸯㸧㸯月例月࡛提出すࡿ場合 

    ู添様式ࠕ通勤手当報告書㸦㹉㸱㸱㸧ࠖ を࣓࣮ル࡛給୚情報係࣓࣮ルボックス 

㸦kyuyo-joho@section.metro.tokyo.jp㸧ᐄ࡟提出すࠋࡿ 

   ※該当すࡿ職員ࡀい࡞い場合ࠊࡣ提出୙要 

   ※提出件ྡ及び࢓ࣇイルྡࡘ࡟い࡚ࠕ࠙ࡣ ○○ブロック△△区教委ࠚ通勤手当報告書㸦㹉㸱㸱㸧ࠖ

ࠕ࠙ ○○ブロック△△高等学校ࠚ通勤手当報告書㸦㹉㸱㸱㸧ࠖ  ࠋ࡜こࡿす࡜

※区市町村教育委員会及び教育庁出張所ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ所管ࡢ小࣭中学校分をࡢࡵ࡜ࡲࡾ࡜うえ提出

すࡿこࠋ࡜ 

※上記㸱㸦㸯㸧ࡢ対象以外ࠊࡢ通勤経路ࡢ変更ࡿࡼ࡟通勤手当額ࡢ入力又ࡣᖹ成㸰㸵ᖺ㸷月以前分

 ࠋ࡜こࡿシステム࡛提出すࠊࡣ場合ࡢ遡及入力ࡢ通勤手当ࡢ
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㸦㸰㸧㸰月例月以降提出すࡿ場合 

  㸰月例月処理ࠊࡾࡼシステム入力処理ࡀ可能ࠋࡿ࡞࡜ 

ヲ細ࡘ࡟いู࡚ࠊࡣ途通知すࠋࡿ 

 

㸳 提出期限 

㸦㸯㸧㸯月例月࡛提出すࡿ場合 

    ᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸰月㸰㸯日㸦月㸧ṇ午必着 

㸦㸰㸧㸰月例月以降提出すࡿ場合 

    各処理入力締ษ日 

 

㸴 問合せ先 

㸦㸯㸧給୚システムࡢ入力及び帳票ࡢ提出࡟関すࡿこ࡜ 

  教育庁人事部人事給୚情報課給୚情報係 各ブロック担当 

   㹄ＡＸ：㸮㸱㸦㸳㸱㸶㸶㸧㸯㸵㸱㸶 

   㹃－㹫ａｉ㹪： kyuyo-joho@section.metro.tokyo.jp 

㸦㸰㸧標準報酬制ࡢ制度࡟関すࡿこ࡜ 

   公立学校共済組合東京支部福利厚生課経理係 

   Ｔ㹃Ｌ：㸮㸱㸦㸳㸱㸰㸮㸧㸴㸶㸰㸰 
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19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 50 51

基 本 額 調 整 額

年 月

始期年月

0 0 0 1 0 － 1 5 0 0 0 3

残

月

数

全日

勤務無

基

本

額

調

整

額

通  勤

方  法

コ䞊ド

通  勤

方  法

コ䞊ド

符

号

追給䞉返納額

交通機関実費

䠄６箇月相当䠅

2 8 0 1 0 0 0 0 0 1 2

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 50 51

基 本 額 調 整 額

年 月

始期年月

残

月

数

全日

勤務無

基

本

額

調

整

額

通  勤

方  法

コ䞊ド

通  勤

方  法

コ䞊ド

符

号

追給䞉返納額

交通機関実費

䠄６箇月相当䠅

2 8 0 1 1 0 6 0 0 0 0 1 0 － 3 0 0 0 0 3 2

具体的࡞入力事例 

 ࠒ例ձࠑ

 ࠙事由ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸰月中途ࡽ࠿妊娠出産休暇ࠊ引ࡁ続ࡁᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月以降ࡶ育児休業予定 

→全日勤務࡞ࡢい月 ᖹ成㸰㸶ᖺ㸯月以降 

࠙入力ෆ容ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸮月࡟既࡟支給さ࡚ࢀいࡿ通勤手当ࡢうちࠊ㸯月～㸱月分㸦㸱࠿月分㸧 

㸯㸳㸪㸮㸮㸮෇をᖹ成㸰㸶ᖺ㸯月始期࡛返納ࠊᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月始期基本額支給無㸦未来入力

※

㸧 

 ࠙通勤手当ࡢ変動ࡀ随時改定ࡢ要件࡟該当し࡞い月ࠚᖹ成㸰㸶ᖺ㸯月࣭㸲月 

  ※未来入力ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ給୚システムガイドブックＰ㸵－㸰－㸰㸦㸲㸧を参照すࡿこࠋ࡜ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ࠒ例ղࠑ

 ࠙事由ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸰月中途ࡽ࠿病気休暇ࠊᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月ࡽ࠿復帰予定 

 →全日勤務࡞ࡢい月 ᖹ成㸰㸶ᖺ㸯月ࡽ࠿㸱月࡛ࡲ 

 ࠙入力ෆ容ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸮月࡟既࡟支給さ࡚ࢀいࡿ通勤手当ࡢうちࠊ㸯月～㸱月分㸦㸱࠿月分㸧 

㸱㸮㸪㸮㸮㸮෇をᖹ成㸰㸶ᖺ㸯月始期࡛返納 

࠙通勤手当ࡢ変動ࡀ随時改定ࡢ要件࡟該当し࡞い月ࠚᖹ成㸰㸶ᖺ㸯月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ձ基本額 

ᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月ࡽ࠿勤務㸦予定㸧→コ࣮ド入力無 

ղ調整額 

ᖹ成㸰㸶ᖺ㸯月ࡽ࠿月ࡢ全日勤務無→コ࣮ド㸰＝始期ᖺ月ࡽ࠿全日勤務無 

ձ基本額 

ᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月以降ࡶ月ࡢ全日勤務無→コ࣮ド㸯＝始期ᖺ月㸦㸲月࣭㸯㸮

月以外ࡣ次期支給期㸧࡟全日勤務無 

ղ調整額 

ᖹ成㸰㸶ᖺ㸯月ࡽ࠿月ࡢ全日勤務無→コ࣮ド㸰＝始期ᖺ月ࡽ࠿全日勤務無 

ู紙 
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19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 50 51

基 本 額 調 整 額

年 月

始期年月

残

月

数

全日

勤務無

基

本

額

調

整

額

通  勤

方  法

コ䞊ド

通  勤

方  法

コ䞊ド

符

号

追給䞉返納額

交通機関実費

䠄６箇月相当䠅

2 7 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 － 2 0 0 0 0 4 1 2

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 50 51

基 本 額 調 整 額

年 月

始期年月

残

月

数

全日

勤務無

基

本

額

調

整

額

通  勤

方  法

コ䞊ド

通  勤

方  法

コ䞊ド

符

号

追給䞉返納額

交通機関実費

䠄６箇月相当䠅

2 7 1 2 1 2

 ࠒ例ճࠑ

 ࠙事由ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸯月中途ࡽ࠿妊娠出産休暇ࠊᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月以降ࡶ育児休業予定ࡢ者を 

ᖹ成㸰㸵ᖺ㸯月例月以降ࠊ遡及入力すࡿ場合   

→全日勤務࡞ࡢい月 ᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸰月以降 

࠙入力ෆ容ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸮月࡟既࡟支給さ࡚ࢀいࡿ通勤手当ࡢうちࠊ㸯㸰月～㸱月分㸦㸲࠿月分㸧 

㸰㸮㸪㸮㸮㸮෇をᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸰月始期࡛返納 

࠙通勤手当ࡢ変動ࡀ随時改定ࡢ要件࡟該当し࡞い月ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸰月࣭ᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ࠒ例մࠑ

࠙事由ࠚ㸯㸰月例月࡟࡛ࡲ上記ճࡢケ࣮スを入力し࡚いた場合࡛コ࣮ドࡳࡢ入力すࡿ場合 

  →全日勤務࡞ࡢい月 ᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸰月以降 

࠙通勤手当ࡢ変動ࡀ随時改定ࡢ要件࡟該当し࡞い月ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸰月࣭ᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ձ基本額 

ᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月以降ࡶ月ࡢ全日勤務無→コ࣮ド㸯＝始期ᖺ月㸦㸲月࣭ 

㸯㸮月以外ࡣ次期支給期㸧࡟全日勤務無 

ղ調整額 

ᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸰月ࡽ࠿月ࡢ全日勤務無→コ࣮ド㸰＝始期ᖺ月ࡽ࠿全日勤務

無 

全日勤務無欄コ࣮ド㸦㸯又ࡣ㸰㸧ࡢࡳࡢ遡及入力ࡢ場合 

࠙基本額࣭調整額欄共通ࠚ 

 入力項目：始期ᖺ月࣭全日勤務無欄コ࣮ド㸦㸯又ࡣ㸰㸧 

入力禁止項目：通勤方法コ࣮ドࠊ実費額ࠊ符号ࠊ追給࣭返納額ࠊ残月数 
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19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 50 51

基 本 額 調 整 額

年 月

始期年月

残

月

数

全日

勤務無

基

本

額

調

整

額

通  勤

方  法

コ䞊ド

通  勤

方  法

コ䞊ド

符

号

追給䞉返納額

交通機関実費

䠄６箇月相当䠅

2 7 1 0 1 3

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 50 51

基 本 額 調 整 額

年 月

始期年月

残

月

数

全日

勤務無

基

本

額

調

整

額

通  勤

方  法

コ䞊ド

通  勤

方  法

コ䞊ド

符

号

追給䞉返納額

交通機関実費

䠄６箇月相当䠅

2 7 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 ＋ 1 5 0 0 0 1 3

 ࠒ例յࠑ

࠙事由ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸮月中途ࡽ࠿妊娠出産休暇ࠊ引ࡁ続ࡁᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月以降ࡶ育児休業予定࡛あࡿ

 場合ࡿ㸯月例月࡛遡及入力すࠊࡾ࠾࡚ࢀ漏ࡀ支給ࡢ通勤手当ࡢ㸯㸮月ࠊࡀ

→全日勤務࡞ࡢい月 ᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸯月以降 

࠙入力ෆ容ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸮月始期࡛㸯㸮月分㸦㸯࠿月分㸧㸯㸳㸪㸮㸮㸮෇を追給 

࠙通勤手当ࡢ変動ࡀ随時改定ࡢ要件࡟該当し࡞い月ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸯月 

 ※こࡢ場合ࠊᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月始期ᖺ月࡛基本額㸮෇ࡢ入力及び全日勤務無欄࡟コ࣮ド㸯ࡢ入力を行わ

 ࠋい࡞ࡽ࡞ࡣ࡜要件ࡢ随時改定ࡘ࠿ࠊࡾ࡞࡜୙支給ࡣ通勤手当ࡢᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月ࠊࡶく࡚࡞

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ࠒ例նࠑ

࠙事由ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸰月例月࡟࡛ࡲ上記յࡢケ࣮スを入力し࡚いた場合࡛コ࣮ドࡳࡢ入力すࡿ場合 

  →全日勤務࡞ࡢい月 ᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸯月以降 

࠙通勤手当ࡢ変動ࡀ随時改定ࡢ要件࡟該当し࡞い月ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸯月 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ձ基本額 

ᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸮月勤務→コ࣮ド入力無 

ղ調整額 

ᖹ成㸯㸯月ࡽ࠿月ࡢ全日勤務無→コ࣮ド㸱＝始期ᖺ月㸩残月数ࡢ月ࡽ࠿全

日勤務無 

※コ࣮ド㸰を入力すࠊ࡜ࡿ始期ᖺ月࡛あࡿ㸯㸮月ࡀ全日勤務無ุࡢ࡜定࡜

ࡿす࡜始期ᖺ月㸦㸯㸮㸧㸩残月数㸦㸯㸧＝㸯㸯月を全日勤務無ࠊࡵたࡿ࡞

たࡵコ࣮ド㸱を入力すࠋࡿ 

全日勤務無欄コ࣮ド㸦㸱㸧ࡢࡳࡢ遡及入力ࡢ場合 

࠙基本額࣭調整額欄共通ࠚ 

 入力項目：始期ᖺ月࣭残月数࣭全日勤務無欄コ࣮ド㸦㸱㸧 

入力禁止項目：通勤方法コ࣮ドࠊ実費額ࠊ符号ࠊ追給࣭返納額 

 

※コ࣮ド㸯࣭㸰ࡢ遡及入力ࡢ場合࡜異ࠊࡾ࡞残月数ࡀ必須入力ࠋࡿ࡞࡜ 
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19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 50 51

基 本 額 調 整 額

年 月

始期年月

残

月

数

全日

勤務無

基

本

額

調

整

額

通  勤

方  法

コ䞊ド

通  勤

方  法

コ䞊ド

符

号

追給䞉返納額

交通機関実費

䠄６箇月相当䠅

2 7 1 0 1

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 50 51

基 本 額 調 整 額

年 月

始期年月

残

月

数

全日

勤務無

基

本

額

調

整

額

通  勤

方  法

コ䞊ド

通  勤

方  法

コ䞊ド

符

号

追給䞉返納額

交通機関実費

䠄６箇月相当䠅

2 7 0 9 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 － 8 0 0 0 1

 ࠒ例շࠑ

࠙事由ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸶月中途ࡽ࠿妊娠出産休暇ࠊそࡢ後育児休業を取得すࡿ者ࡘ࡟い࡚ࠊᖹ成㸰㸵ᖺ 

㸯㸰月例月処理࡟࡛ࡲ入力を行ࠊࡾ࠾࡚ࡗᖹ成㸰㸶ᖺ㸯月例月以降コ࣮ド入力ࡳࡢ行う場合 

→全日勤務࡞ࡢい月 ᖹ成㸰㸵ᖺ㸷月以降 

࠙入力ෆ容ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸷月始期࡛㸷月分㸦㸯࠿月分㸧㸶㸪㸮㸮㸮෇を返納 

࠙通勤手当ࡢ変動ࡀ随時改定ࡢ要件࡟該当し࡞い月ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸮月 

※ᖹ成㸰㸵ᖺ㸷月ࡣ標準報酬制適用前ࡢたࡵ対象外ࠊࡾ࡞࡜ᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸮月以降を使用すࠋࡿ 

 ○既入力ෆ容 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○今回処理入力ෆ容 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

ᖹ成㸰㸵ᖺ㸳月～㸷月始期࡛未来入力したᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸮月支給分ࡢ基本

額ࡘ࡟い࡚ࠊコ࣮ドࡢ遡及入力ࡳࡢ行う場合ࠊ㸳～㸷月ࡘ࡟い࡚ࡣ標準報

酬制移行前ࠊࡾ࡞࡜全日勤務無欄コ࣮ド入力対象外ࡿ࡞࡜たࠊࡵ 

始期ᖺ月：ᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸮月 

全日勤務無欄：コ࣮ド㸯 

 ࠋࡿ入力すࡳࡢ



年 月

㻝 㻞 㻟 㻠 㻡 㻢 㻣 㻤 㻥 㻝㻜

㻝㻝 㻝㻞 㻝㻟 㻝㻠 㻝㻡 㻝㻢 㻝㻣 㻝㻤 㻝㻥 㻞㻜 㻞㻝 㻞㻞 㻞㻟 㻞㻠 㻞㻡 㻞㻢 㻞㻣 㻞㻤 㻞㻥 㻟㻜 㻟㻝 㻟㻞 㻟㻟 㻟㻠 㻟㻡 㻟㻢 㻟㻣 㻟㻤 㻟㻥 㻠㻜 㻠㻝 㻠㻞 㻠㻟 㻠㻠 㻠㻡 㻠㻢 㻠㻣 㻠㻤 㻠㻥 㻡㻜 㻡㻝

㻡 㻡

㻝㻜 㻝㻜

㻝㻡 㻝㻡

㻝㻥 㻝㻥

※符号䠄＋：追給䚸－：返納䠅 ※日割計算用追返区分䠄䠍：追給䚸䠎：返納䠅

 通  勤  手  当  報  告  書 通  勤  手  当  報  告  書 通  勤  手  当  報  告  書 通  勤  手  当  報  告  書

基 本 額

Ｋ 䠏

調 整 額

カ䞊ド

コ䞊ド

䠏

年 月

氏 名

職 員 番 号

始期年月

ブロック

番䚷䚷号

追

返

区

分

追給䞉返納額

日 割 計 算 用

残

月

数

所 属 名

所属コ䞊ド

担 当 者 名

時提出

電 話 番 号

全日

勤務無

基

本

額

調

整

額

摘䚷䚷䚷䚷䚷䚷要

通  勤

方  法

コ䞊ド

通  勤

方  法

コ䞊ド

符

号

追給䞉返納額

交通機関実費

䠄６箇月相当䠅

通  勤

方  法

コ䞊ド
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㸰㸵教人情第㸴㸮㸯号 

ᖹ 成㸰 㸶 ᖺ 㸯月 㸵 日 

 

各区市町村教育委員会給୚主管課長 

各 小 笠 原 村 立 小 ･ 中 学 校 長                  

各 都 立 学 校 長                  

多 摩 教 育 事 務 所 管 理 課 長                  

各 教 育 庁 出 張 所 副 所 長                    殿 

東京都教職員研修センタ࣮総務課長                  

各東京都学校経営支援センタ࣮管理課長  

東 京 都 教 育 相 談 セ ン タ ࣮ 次 長                  

教 育 庁 総 務 部 総 務 課 長                  

 

                       東京都教育庁人事部人事給୚情報課長 

                                  木 村 康 弘 

                                  㸦 公 印 省 略 㸧 

 

 

標準報酬制࠾࡟けࡿ随時改定ࡢ実施ุ定࡟係ࡿ通勤手当報告書ࡢ㹕㹃㹀入力開始ࡘ࡟い࡚㸦通知㸧 

 

 

 日頃ࠊࡽ࠿෇滑࡞給୚支給事務࡟御協力いたࡲࡁࡔし࡚ࠊあ࡜ࡀࡾうࡊࡈいࡲすࠋ 

い࡚㸦通知㸧ࠖ㸦ᖹ成ࡘ࡟入力方法変更ࡢ通勤手当報告書ࡿ係࡟実施ุ定ࡢ随時改定ࡿけ࠾࡟標準報酬制ࠕ

㸰㸵ᖺ㸯㸰月㸯㸮日付㸰㸵教人情第㸳㸱㸵号㸧࡛通知し࡚いࠊࡾ࠾࡜ࡿᖹ成㸰㸶ᖺ㸯月例月処理ࠊࡽ࠿

標準報酬制࠾࡟けࡿ随時改定ࡢ実施ุ定࡟係ࠊࡾ通勤手当報告書ࡢ入力方法を変更し࡚い࡜ࡿこ࡛ࢁすࠋ 

ᖹ成㸰㸶ᖺ㸰月例月処理ࠊࡽ࠿教職員給୚システムࡢ㹕㹃㹀入力⏬面࠾࡟い࡚ࠊ通勤手当報告書࡟項目

を追加しࡲすࠋୗ記ࡢ点࡟留意ࡢ上ࠊ事務処理方࠾願いいたしࡲすࠋ 

願いいた࠾貴管ୗ小࣭中学校へ周知方ࠊࡣし࡚ࡲࢀ࠿࠾࡟区市町村教育委員会及び教育庁出張所ࠊ࠾࡞

しࡲすࠋ 

 

 

記 

 

㸯 新規入力項目 

 以ୗࠊࡾ࠾࡜ࡢ全日勤務無欄及び該当コ࣮ドを㹕㹃㹀上࡛新設すࠋࡿ 

全日勤務無欄 コ䞊ド コ䞊ド䛾意味

䠄空白䠅 初期設定䠄通勤経路䛾変更䞉運賃改定䛾とき䠅

䠌 䛂䠍䛃コ䞊ド䛾取消䠄䠎月例月䜘䜚使用可能䠅

1 始期年月䠄䠐月䞉䠍䠌月以外䛿次期支給期䠅に全日勤務無

䠄空白䠅 初期設定䠄通勤経路䛾変更䞉運賃改定䛾とき䠅

䠌 䛂䠎䛃及び䛂䠏䛃コ䞊ド䛾取消䠄䠎月例月䜘䜚使用可能䠅

䠎 始期年月か䜙全日勤務無

䠏 䛂始期年月＋残月数䛾月䛃か䜙全日勤務無

調整額

基本額
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㸰 新規入力項目ࡢ入力対象者及び入力ෆ容 

  㸦㸯㸧及び㸦㸰㸧ࡘ࡟い࡚ࠕࠊࡣ標準報酬制࠾࡟けࡿ随時改定ࡢ実施ุ定࡟係ࡿ通勤手当報告書ࡢ入

力方法変更ࡘ࡟い࡚㸦通知㸧ࠖ㸦ᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸰月㸯㸮日付㸰㸵教人情第㸳㸱㸵号㸧࡛通知し࡚いࡿ

ෆ容ࡽ࠿変更あࡲࡾせࠋࢇ 

㸦㸯㸧入力対象者 

  以ୗࡢ全࡚ࡢ要件を満たす場合ࠊ入力ࡀ必要ࠋࡿ࡞࡜ 

ア 共済組合ࡢ組合員 

イ ᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸮月以降ࠊ月ࡢ全日勤務を行わ࡞いた࡟ࡵ通勤手当ࡀ支給さ࡞ࢀい月ࡀあࡿ職員 

  但しࠊᖹ成㸰㸵ᖺ㸲月以前ࡽ࠿引ࡁ続ࡁ通勤手当ࡀ支給さ࡚ࢀい࡞い職員を除くࠋ 

㸦㸰㸧入力ෆ容 

ア 今後ࡢ処理࠾࡟い࡚ࠊ通勤手当を支給ࠊ追給又ࡣ返納すࡿ際ࠊ࡟同時࡟全日勤務無コ࣮ドࡢ入力

を行う場合 

従来ࡢࡾ࠾࡝入力࡟加えࠊ全日勤務無コ࣮ドを入力すࠋࡿ 

イ 既࡟支給ࠊ追給又ࡣ返納を行ࡗた通勤手当額ࡘ࡟い࡚ࠊ遡及࡛全日勤務無コ࣮ドࡢ入力ࡳࡢ行う

場合 

 㸦ア㸧入力必須項目 

    始期ᖺ月ࠊ全日勤務無コ࣮ド 

㸦コ࣮ドࠕ㸱ࠖ入力又ࡣコ࣮ドࠕ㸮࡛ࠖコ࣮ドࠕ㸱ࠖࡢ取消入力ࡢ場合ࡳࡢ必須㸧月数 

   (イ) 入力禁止項目 

     通勤方法コ࣮ドࠊ交通機関実費ࠊ追給࣭返納額 

    㸦コ࣮ドࠕ㸰ࠖ入力又ࡣコ࣮ドࠕ㸮࡛ࠖコ࣮ドࠕ㸰ࠖࡢ取消入力ࡢ場合ࡳࡢ禁止㸧月数 

     ※入力禁止項目を入力した場合ࠊ再度通勤手当ࡢ追給又ࡣ返納ࡀ生ࡿࡌ可能性ࡀあࡲࡾすࠋ 

㸦㸱㸧ᖹ成㸰㸶ᖺ㸰月例月以降ࡢ具体的࡞入力事例 

   ู紙ࠕ具体的࡞入力事例ࠖを参照すࡿこࠋ࡜ 

 

㸱 入力࠾࡟けࡿ注意点 

㸦㸯㸧通勤方法コ࣮ドࠕ㸮㸮㸦通勤手当を支給し࡞い㸧ࠖ を入力し࡞い場合࠾࡟い࡚ࠊࡶ発௧コ࣮ド等࡟

全ࠊࡵたࡿシステム࡛自動ุ断すࠊࡣい࡚ࡘ࡟通勤手当基本額ࡿい࡚ࢀシステム࡛自動停止さࡾࡼ

日勤務無欄ࠕ㸯ࠖࡢコ࣮ド入力ࡣ必須࡛࡞ࡣいࠋたࡔし通勤方法コ࣮ドࠕ㸮㸮㸦通勤手当を支給し

い㸧ࠖ࡞  ࠋ࡜あわせ࡚行うこࡶコ࣮ド入力ࡢ㸯ࠖࠕ全日勤務無欄ࠊࡣ࡟入力を行う場合ࡢ

 ࠙例ࠚ妊娠出産休暇ࡢ取得をシステム入力したこࡾࡼ࡟࡜自動停止さ࡚ࢀいࡿ通勤手当基本額㸦㸲月

及び㸯㸮月࡟支給さࡿࢀ㸴࠿月分㸧ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ全日勤務無欄ࠕ㸯ࠖࡢコ࣮ド入力ࡣ必須࡛࡞ࡣい

い㸧ࠖ࡞㸮㸮㸦通勤手当を支給しࠕ通勤方法コ࣮ドࠊࡀ 全日無勤務無欄ࠊࡣ࡟入力を行う場合ࡢ

 ࠋ࡜コ࣮ド入力を行うこࡢ㸯ࠖࠕ

㸦㸰㸧ู表コ࣮ド表ࡢ発௧㸰㸳㸮㸦派遣等㸧を事由࡜し࡚勤務地ࡀ変更さࠊࢀ通勤手当を停止すࡿ場合

 ࠋ࡜こࡿす࡜空欄ࡣ全日勤務無欄ࠊࡵたࡿす࡜要件ࡢい࡚随時改定ࡘ࡟停止ࠖࡢ通勤手当ࠕࠊࡣ࡟

  ※随時改定ࡢ要件ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ各共済組合ࡢマニュアル等を参照すࡿこࠋ࡜ 

 

㸲 㹕㹃㹀入力開始日 

ᖹ成㸰㸶ᖺ㸯月㸶日(金)ࠊࡽ࠿㹕㹃㹀入力ࡀ可能ࠋࡿ࡞࡜ 
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㸳 問合せ先 

㸦㸯㸧給୚システムࡢ入力及び帳票ࡢ提出࡟関すࡿこ࡜ 

  教育庁人事部人事給୚情報課給୚情報係 各ブロック担当 

   㹄ＡＸ：㸮㸱㸦㸳㸱㸶㸶㸧㸯㸵㸱㸶 

   㹃－㹫ａｉ㹪： kyuyo-joho@section.metro.tokyo.jp 

㸦㸰㸧標準報酬制ࡢ制度࡟関すࡿこ࡜ 

   公立学校共済組合東京支部福利厚生課経理係 

   Ｔ㹃Ｌ：㸮㸱㸦㸳㸱㸰㸮㸧㸴㸶㸰㸰 
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具体的࡞入力事例 

 ࠒ例ձࠑ

 ࠙事由ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸰月中途ࡽ࠿妊娠出産休暇ࠊ引ࡁ続ࡁᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月以降ࡶ育児休業予定 

→全日勤務࡞ࡢい月 ᖹ成㸰㸶ᖺ㸯月以降 

࠙入力ෆ容ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸮月࡟既࡟支給さ࡚ࢀいࡿ通勤手当ࡢうちࠊ㸯月～㸱月分㸦㸱࠿月分㸧 

㸰㸯㸪㸮㸮㸮෇をᖹ成㸰㸶ᖺ㸯月始期࡛返納ࠊᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月始期基本額支給無 

 ࠙通勤手当ࡢ変動ࡀ随時改定ࡢ要件࡟該当し࡞い月ࠚᖹ成㸰㸶ᖺ㸯月࣭㸲月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ࠒ例ղࠑ

 ࠙事由ࠚ上記例ձࡼࡢう࡟入力済ࠊࡀࡔ妊娠出産休暇取得後ࠊ㸱月中途ࡾࡼ育児休業を取得せ࡟ࡎ復

帰すࡿこࡗ࡞࡜࡜たたࠊࡵ㸱月分㸦㸯࠿月分㸧ࡢ通勤手当を支給すࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿ㸲月ࡢࡽ࠿基本額

を入力すࡿ場合 

 ࠙通勤手当ࡢ変動ࡀ随時改定ࡢ要件࡟該当すࡿ月ࠚᖹ成㸰㸶ᖺ㸱月࣭㸲月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ձ基本額 

ᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月ࡽ࠿勤務あࡾ→コ࣮ド㸮㸦取消㸧࡛既入力コ࣮ドࡢ取消 

ղ調整額 

ᖹ成㸰㸶ᖺ㸱月ࡽ࠿勤務あࡾ→コ࣮ド入力無 

ձ基本額 

ᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月以降ࡶ月ࡢ全日勤務無→コ࣮ド㸯＝始期ᖺ月㸦㸲月࣭㸯㸮月

以外ࡣ次期支給期㸧࡟全日勤務無 

ղ調整額 

ᖹ成㸰㸶ᖺ㸯月ࡽ࠿月ࡢ全日勤務無→コ࣮ド㸰＝始期ᖺ月ࡽ࠿全日勤務無 

ู紙 
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 ࠒ例ճࠑ

 ࠙事由ࠚ上記例ձࡼࡢう࡟入力済ࠊࡀࡔ実際ࡣ࡟通勤経路ࡢ変更ࡿࡼ࡟通勤手当額ࡢ変動࡛あࡗたたࠊࡵ

既入力ࡢ全日勤務無コ࣮ドを取ࡾ消す場合 

 ࠙通勤手当ࡢ変動ࡀ随時改定ࡢ要件࡟該当すࡿ月ࠚᖹ成㸰㸶ᖺ㸯月࣭㸲月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ࠒ例մࠑ

࠙事由ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸮月中途ࡽ࠿妊娠出産休暇ࠊ引ࡁ続ࡁᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月以降ࡶ育児休業予定࡛あࡿ

 場合ࡿ㸰月例月࡛遡及入力すࠊࡾ࠾࡚ࢀ漏ࡀ支給ࡢ通勤手当ࡢ㸯㸮月ࠊࡀ

→全日勤務࡞ࡢい月 ᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸯月以降 

࠙入力ෆ容ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸮月始期࡛㸯㸮月分㸦㸯࠿月分㸧㸯㸳㸪㸮㸮㸮෇を追給 

࠙通勤手当ࡢ変動ࡀ随時改定ࡢ要件࡟該当し࡞い月ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸯月 

 ※こࡢ場合ࠊᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月始期ᖺ月࡛基本額㸮෇ࡢ入力及び全日勤務無欄࡟コ࣮ド㸯ࡢ入力を行わ

 ࠋい࡞ࡽ࡞ࡣ࡜要件ࡢ随時改定ࡘ࠿ࠊࡾ࡞࡜୙支給ࡣ通勤手当ࡢᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月ࠊࡶく࡚࡞

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ձ基本額 

ᖹ成㸰㸶ᖺ㸲月ࡽ࠿勤務あࡾ→コ࣮ド㸮㸦取消㸧࡛既入力コ࣮ドࡢ取消 

ղ調整額 

ᖹ成㸰㸶ᖺ㸯月ࡽ࠿勤務あࡾ→コ࣮ド㸮㸦取消㸧࡛既入力コ࣮ドࡢ取消 

 

ձ基本額 

ᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸮月勤務→コ࣮ド入力無 

ղ調整額 

ᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸯月ࡽ࠿月ࡢ全日勤務無→コ࣮ド㸱＝始期ᖺ月㸩残月数ࡢ月

 全日勤務無ࡽ࠿

※コ࣮ド㸰を入力すࠊ࡜ࡿ始期ᖺ月࡛あࡿ㸯㸮月ࡀ全日勤務無ุࡢ࡜定࡜

ࡿす࡜始期ᖺ月㸦㸯㸮㸧㸩残月数㸦㸯㸧＝㸯㸯月を全日勤務無ࠊࡵたࡿ࡞

たࡵコ࣮ド㸱を入力すࠋࡿ 
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 ࠒ例յࠑ

࠙事由ࠚ上記例մࡼࡢう࡟入力済ࠊࡀࡔ実際ࡣ࡟通勤経路ࡢ変更ࡿࡼ࡟通勤手当額ࡢ変動࡛あࡗたたࠊࡵ

既入力ࡢ全日勤務無コ࣮ドを取ࡾ消す場合 

 ࠙通勤手当ࡢ変動ࡀ随時改定ࡢ要件࡟該当すࡿ月ࠚᖹ成㸰㸵ᖺ㸯㸯月 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○参考 

 例ձ及び例ճࡼࡢう࡞場合ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ基本額࡜調整額ࡢ始期を分けࠊ㸰段入力すࡿこࡶ࡜可能ࠋ 

 ࠙例ձࠚ 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ࠙例ճࠚ 

  

 

 

 

 

 

  

全日勤務無欄コ࣮ドࠕ㸱ࠖ取消ࡢ場合 

࠙基本額࣭調整額欄共通ࠚ 

 入力項目：始期ᖺ月࣭残月数࣭全日勤務無欄コ࣮ド㸦㸮㸧 

入力禁止項目：通勤方法コ࣮ドࠊ実費額ࠊ符号ࠊ追給࣭返納額 

※コ࣮ド㸯࣭㸰ࡢ取消入力ࡢ場合࡜異ࠊࡾ࡞残月数ࡀ必須入力ࠋࡿ࡞࡜ 
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